
慟く人の
‾'‾へ ＿

ヘ

新しい“安心”を求めて

は じ め に

“長 期雇用 による安心”とい う一択 からの脱却

１つ の組織に縛 られ ず慟 きたい｡高い 専門能力 を持ち､社 会課題

の解決 に取り 組みたい｡地域などのコミュニ ティにも積極的に参加

したい。生涯現 役として慟くために､一生学び続け たい ……｡私たち

がシリ ーズ雇 用再興１ で対話した慟 ＜個人 は､｢もっ と自由に､自分

らしく慟きたい｣と望んだ。

そして､シリ ーズ２ では､ 働く個人 の価 値観の変 化を受け 入れた

ほう が､彼らは より 力を発 揮してく れるのでは ない か､と人 事リー

ダーたちが考 えてい ることがわかっ た｡人事制度 そのものをなくせ

ないか。働く時間 や場所をもっと自由にし たほ うがいい のではない

か。このような変革の可能性を追求 したい とい う。

慟く 人と人事 の思いは一 致しなが らも､新卒一 括採用､長 期雇用

を前提とし た雇用は変わる気配がない｡ それは正社 員で長期雇用さ

れる以外の“安心"のあり ようを､私 たちが知 らない から であろ う。

今回､新 しい“安 心"を求め､デンマ ークと オラン ダを取材した。そ

こでは特別 に能力 の高い 人だけ でなく､誰 もが新 しい ステージに動

き､挑戦し､自分の 意思で働き方を決め ている。長 期雇 用でなくても

人々は安心 して暮らしているように見 える｡既 によく知 られた両国

のフレ キシ キュリ ティだが､ここでは｢な ぜ人々 は安 心できるのか｣

という視点 でその仕 組みをとらえ直し た｡それがＳｅｃtionl である。

そし て､両国 での 学びを踏 まえ､Ｓｅｃtｉｏｎ２ では､ 日本 で新しい“安

心"をつくるには私たちは何をすべきかを考えてみた。

本編 に入 る前に､私 たちが オラン ダで出会っ た１ 人の青年 の話を

紹介しよ う｡彼 にはなぜ､彼らしい生き方が できる のか｡読者の皆さ

んとともに､その解を求めていきたい 。　　　本誌編集／入倉由理子
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個 人 が自 由 に、

.･　=--ら　　自 律 的 に生 き ら れ る社 会 が あ る

－
‾‾’Ｗ

－．

週 ４ 日勤 務 の建 築 事 務所 の正 社員

をし つつ､ 世界 から人 を集 めるＮＰＯを

運 営し 、さ ら に大 学で 教 え る。そ ん な

働 き方 をす る人 に､ オランダ 第 ２の都

市､ ロ ッテ ル ダ ムで 出 会 っ た｡Albert

Richtｅrs氏で あ る。

個人に合わせた

学校･コース選択

｡　
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Ａｌｂ ｅｒｔ Ｒｉｃｈｔｅｒｓ 氏

Post ｏtfice代表

Richtｅrs氏 は10 歳 まで､ 両 親の 仕事

の 都合 で 海 外で 育 ち､ その後､ 父 の祖

国 であ るオ ランダ･ デ ンハ ーグ に戻っ

た｡｢ 海 外で は イ ンタ ーナシ ョ ナ ルス

ク ール に通っ てい た ため､ オラ ンダ語

が得 意で は なかっ た｣ と､Richtｅrs氏 は

振 り返 る。

オ ラン ダで は 初等 教 育 を11 ～12 歳

で終 え る と､中高一 貫 の中等 教育 に進

む｡ そ の後 に進 む高等教 育機 関や 職業

訓練 校 の準備 を する のが中 等教育 だ。

中 等教育 は､大 学(修 士 を含 み､研 究大

学 と呼 ばれ る) 準備 コ ース､ 高 等 専門

学 校( 応 用科 学 大 学 と呼 ば れ る) 準備

コ ース､ 中等 職業 訓練 校準 備コ ース の

３ つ に 分 か れる｡ か な り早 い 段 階 で

進 路 が 決 まっ て し まう、と い う批 判

Tｅｘt=入倉由理子(4～33P) Ｐｈｏtｏ＝刑部友康(29P)､ 鈴木慶子(33P)､平山 諭(31P)111 ｕsし 寺嶋智教

もあるが､実際には中等教育の最初の

２年間は､隣り合う２つのコースを同

時に学べる「ブリッジクラス」を選択

できる。

オランダ語に不安があった彼と彼

の両親が選んだのは大学準備コース

と高等専門学校準備コースのブリッ

ジクラスである｡自分の興味や成績を

見ながら、３年生になるまでにコース

を決定すればよいのだ。

このようにオランダでは､同年齢の

子どもたちをまったく同じ学習目標

にむけて指導するのではなく､個々の

生徒がそれぞれのテンポで持ってい

る力を最大限に伸ばせるように指導

することを､国が学校に求める。本人

にも親にも､自分の適性や天賦に合わ

せた学び方のできる学校を選ぶ自由

があるし､学校の教師にそうした指導

法を要求できるため､学力競争のプ

レッシャーが極めて小さい。

経済的プレッシャーが

ないなか、大学で学ぷ

オランダには日本のような大学入

試もない｡高校で学ぶべき課程を修
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め､ディプロマ(卒業証明書)を取得

すれば､全国のどの大学にも､いつで

も入学できる。医学部や歯学部など

の定員のある学部では､大学が独自

に動機を問う作文の提出や面接を行

うことが認められているが､学力は卒

業証明書が保証し､ それ以外の学力

試験を大学が行うことはない｡｢私の

７　・ ご¶ ’

ロ ッテルダ ムは､ 第二次 世界大戦 で町の多 く

が破 壊さ れたが､ 新しい町 の建設 にあ たって

建築 家が世界 から集 まっ たため､ 意欲的 な作

品 があ ちこ ちに見 ら れる｡ 上 の写 真は､ 立 方

体 を組 み合 わ せた住 宅｢ キ ュ ービ ッ クハ ウ

ス｣ と､ 馬蹄 状に 中心 をくり 抜 かれ た市場 と

住宅｢ マルク トハル｣ だ｡Richtｅrｓ氏 は､｢面 白

い建 築が多 く､ 若い建築家 にと ってはと ても

魅力 的｣ だと話 す。

６　 剛3rks Ｎ０.139 0ec2a16 －Jａｎ2a77

場合､ 幼いころから建築に興昧を

持っていたため､建築を学べる大学

に焦点を絞っていました。そのなか

で､建築デザインやコンセプトに強い

デルフトエ科大学を選択しました｣

(Richtｅrs氏)。大学は標準的な３年

で卒業｡大学院は標準的には２年の

ところを、２年半かけて修了した。

｢その間に１年間の建築事務所での

インターンシップも経験しているた

め､都合７年弱で大学を卒業したこ

とになります｣(Richtｅrs氏)

オランダの大学の学費は国立､私

立とも年間約20 万円と、それほど高

くない(り。さらに､学費と住居費など

の生活費を､国､親､本人が３分の１

ずつ負担するという考え方に基づ

き､最大で月額５万円程度の奨学金

が給付される。｢経済的プレッシヤー

のないなか､ゆったりと勉強できま

した｣(Richtｅrs氏)

大学院を修了したのは2010年。2008

年に世界を襲った金融危機､2010年の

欧州の経済危機などにより､就職が非

常に厳しい状態だった。建設業界は、

不況のあおりを直接受けた。

社会保障の手厚さが

フリーランスの不安を軽減

そんななか､デルフトエ科大学の教

授が リサーチ会社 を設立し た｡｢雇 え な

い が､う ちの仕 事 を手伝 つて くれ ない

か､ とい う オフ ァ ーを受 け たの で す｣

(Richtｅrs氏)｡ それ が､ フ リ ーラ ン ス と

して仕事 を始 める きっ かけだった。

｢フ リー ラン ス には福 利厚 生 が ない、

企業 の従 業員 が所 属 す る職 域年 金 に

入 ら ない ので 将 来 の た めの 貯蓄 を自

分で し なけれ ば ならない､ といっ た デ

メ リ ット はあ っ て も､ 教育 費 は 安 く、

医療 費が無 料､ とい っ た基本 的な社 会

保 障 が整 つて い る こ と が不 安 を軽 減

し て く れ た の は 間 違 い あ り ませ ん｣

(Riehtｅrs氏)

そ して､Richt ｅrs氏 に とっ て、デメ

リ ット を上 回るメ リットも あった｡｢フ

リ ーラン スで あ れば､今 まで知 り合 つ

た人 の仕 事を受 け られ るし､ 時間 も自

由。興昧 の赴 くままに､いつで も学ぶ こ

とも で きます｣(Richtｅrs氏)｡ 経済 危機

で就 職 先 が な かっ た とい う こ と よ り

も､その フレ キシブ ルさ､独立性 の高さ

が､Richtｅrs氏 がフ リーランス を選ん だ

最大 の理 由だっ たのだ｡そして､ フリ ー

ラ ン ス とし て 仕 事 を 続 け る う ち に、

彼 の活動 の領 域 が広 がって いっ た。

自分らしさ、独立性を

保った正社員に

働き始めて３年目の2012年､ 彼は

(＊)日本の国公立大学の2016 年度学費は大学･学部によって多少差があるが53万58DO 円。



Pｏst Ｏｍｃｅ(ポス ト オ フ ィス､ 意 味 は

｢オフ ィ スの これ からＤ とい う､職 場

に し ばら れ て働 く時 代 が終 わ っ た後

の 働 き方 を考 え､ 現 代 建 築 の 新 し い

あ り よ うを 探求 す る団 体 を立 ち上 げ

た。それ は若 い 建 築家 が集 まる｢ ク ラ

ブ｣ のよ うな場 であ る。

今やＰｏstＯｍｃｅは多 くの人 に知 ら れ

る場 とな り、ロ ツテルダ ム とい う町の

国際 性 も あい まっ て、｢世 界 の建 築 家

や ア ー ティ ス ト が 集 ま る､ 開 か れ た

“窓" の ような場 所 にな った｣(Richtｅrs

氏) とい う。

こ の 活 勣 は ま た､ 彼 に 新 た な 仕 事

を も た ら し た 。１ つ は 大 学 で 教 え る

仕事 だ｡｢30 歳 そこ そこ とい う若さ で

その仕事 を 得 たの は､ＰｏstＯｍｃｅとい

う場 で人 と交 流 し､ 新 し い も の を 作

り出 して きた経 験 を 持つ か ら だ と思

い ます｣(Richtｅrs氏)

そし て 、も う １ つ が 建 築 事 務 所 の

週 ４ 日勤 務 の正 社員 とい うポ ジシ ョ

ン だ｡ 白 ら応 募 し たわ け で はな く、相

手 か ら オ フ ァ ーが 舞 い 込 ん だ｡Ｐｏst

Ｏｍｃｅの活 動 も､大 学 講 師 も続 け てい

い、とい う条 件 だ から こそ､ その申 し

出を 受け た とい う。

｢正 社 員 に なっ た の は 、１ つ の ハ ッ

ピ ー なスト ーリ ー｡ で も､安 定 と引 き

換 え に会 社 に縛 り付 けら れ た りはし

ない 。白分 らし く、独 立性 を保 っ て 仕

若い建築家やア ーティ ストが集 う､設立時のＰｏｓtOffice｡はじまりは､ 古い鉄道の高架下の ス

ペースだっ た｡地方 白治体が管理 してい たの を安く使 わせてほしい と交渉した｡ そこで映画

を上映し たり、ワ ークショップ をひらい たりといっ た活 動を始め た｡既に飽和 するロッテ ル

ダムの建築市 場のなかで､ 新しい建築物 をつくるの ではなく､古 い建築物 をい かに活用 する

か､とい う可 能性 を見せようと彼らは考えた。

事をしていたいと考えています」

（Richtｅrs氏）

｢フレキシキュリティ｣に

あらためて注目

オランダでは､Richtｅrs氏のような

生き方､働き方は決して珍しくない。

普通の人が､どのような働き方であっ

ても安心して生きられるのがオラン

ダのあり方だ。

週４日勤務をしながら､大学講師や

ＮＰＯ的な活動も続けるパラレルな働

き方。これはシリーズの１回目で､多

くの個人たちが望んだ慟き方に近い。

だが､日本型雇用のもとで安心や安

全を得るには､｢長期雇用の座を目指

す｣以外にほぼ選択肢がない｡新卒

でいい会社に入り、その会社で約40

年働き続けることが最も安全に生き

る好 ましい道 で あり､ それ以 外の 道 に

進 む こ とは す なわ ち､「人生 にお ける

セ キュ リ ティ が圧 倒 的 に 低下 する こ

と」だと思い なが ら､マ ジ ョ リ テ ィ が

生 きて い る。人 々 がも っ と安 心 し て

さ まざ まな働 き方を 選択 し たり､チ ャ

レ ンジ し たり する 白由を得 るた めに、

何 を どの よう に変 え てい か なけ れ ば

なら ない のか。

オ ラ ンダ とデ ンマ ーク に代 表 さ れ

る､「フ レ キシ ビ リ ティ 」と「セ キュ リ

テ ィ 」を併 せ 持 つ「 フ レ キ シ キ ュ リ

ティ 」とい うコ ン セプ ト は､2000 年 代

に研 究し つ く さ れ､ 多 く の人 に と っ

て 既 知 の こ とか もし れ ない｡ し かし 、

長 期 雇 用 なし には安 心 が 得 ら れな い

と感 じ る人 が い ま だ多 い 日本 にお い

て､ 新 し い 安 心 の あ り方 を考 え る と

い う 意 味 で は、こ こ で再 度 学 ぶ価 値

が十分 に ある だろ う。

!)ec2076 －ｊａｎ２０１７ Ｎ０.139 匯)rks　7



デンマークとオランダの

フレキシキュリティから

あらためて学ぶべきこと

デンマークとオランダのフレキシキュリティは、｢小国だからこそ可能なモデル｣といわれることが多い。

本当にそうだろうか。両国の社会構造と、それがもたらす“安心"の深層を分析する。

まずここで､目線合わせとして、

両国がどのような国か､データで概

観しておきたい(下表)。

１人当たりＧＤＰは､両国とも日本

を上回る｡格差を示すジニ係数は低

く、相対的貧困率も低い｡経済的に

豊かである一方で､所得税率は最高

で５割を超える｢高負担高福祉｣ の

国である｡失業率は６％台と日本の

３％と比べれば高いが､欧州の他国

の10 ％前後に比べると低い｡労働者

の一般的なフルタイムの週労働時

間が35～37時間で､両国とも残業の

習慣もあまりないため､年間労働時

間が少ないのも特徴的だ。

大学進学率は､両国とも７割前後。

日本の５割弱を大きく超える｡25歳

以上の大学入学者割合が高く、社会

人の学び直しが多い。

もう１つの特徴は､両国とも多 く

の研究機関による幸福度調査で､上

位にランクインしていることだ。

このような豊かさや余裕､幸福度

の高さは､両国が実現する「フレキシ

キュリティ」と切り離せない｡次ペー

ジから両国について、その関係を見

ていこう。

≡≡ デン マ ーク ォランダ 日 本 出典

人 口 566万人 1694 万人 1億2690 万人 各国ホームページ

１ 人当 た リ実 質 ＧＤＰ 4万6602US ドル 3万9147US ドル 3万8893US ドル IMF － WOrld EConomic Outlook Database(2016)

ジ ニ 係数 0.254 0.278 0.336 OECD lncome Distribution Database(2015)

相対 的 貧困 率 5.4％(2012) 7.9％(2013) 16.1％(2012) 労働政策研究･研修機構｢データブック国際労働比較2016』

所得 税 率 最高56％(平均40％) 36.5-52％ 5-45％ 各国ホームページ

失 業 率 6,2％ 6.9％ 3.4％ IMF－WOrld E(onomiCOutlookDatabase(2016)

年 間 総 労働 時間 1458時間 1420 時間 1729時間 OECD Employment Outlook(2016)

雇用 に 占める

パート タ イ マ ーの割 合

全体:19.7 ％

男性:14.6 ％

女性:25.4 ％

全体:38.5 ％

男性:19.6 ％

女性:60.6 ％

全体:22.7 ％

男性:12.0 ％

女性:37.2 ％

労働政策研究･研修機構｢データブック国際労働比較2016』

フルタ イム労 働 者に対 する

パート タイム 労働 者の 賃 金水 準
70％(2010) 78.8％(2010) 56.6％(2014) 労僣政策研究･研修嶮構 デ゙ータブック国際労働比較2e16』

大学 進 学率 71.4％ 64.8％ 48.4％ 労働政策研究･研修磯構[データブック国際労働比較2016』

25 歳以上 の 大 学入 学 者割 合 24.0％ 12.8％ 1.7％ OECD Education at a GlanCe(2010)

男 女 平 等度 0,754(19位) 0.756(16位) 0.660(111位) WEF －TheGIobalGenderGapReport(2016)

幸福 度 1位 15位 46位 エラスムス大学'‘World Databa(e of Happiness''
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D ｅｎｍａrk 1: 社会 の構 造を 理 解す る

デンマーク型

フレキシキュリティは

新しいチャレンジを可能にする

｢デン マ ークで も1960 年 代 まで は､多

くの 人 が 終 身 雇 用 で 働 い て い ま し

た。大 き な転 換期 は､ オ イル シ ョ ック

に よ る1970 年 代 の不 況 で失 業 率 が上

昇し たこ とで し た｣ と、デン マ ー ク雇

用 省 のＪｏｎ Ｌystlｕnd Halkjer 氏 は 話

す｡ そ の と き､ デン マ ー ク には ２つ の

オ プ シ ョ ン が あ っ た｡ 終 身 雇 用 を 続

け､ 企 業 が 従業 員 の 面 倒 を 見 続 け る

の か｡ あ る い は 国 と し て 社 会 保 障 を

充実 さ せ てい くの か｡｢ 私 たち が選 択

し たの は後者 でし た｣(Ｈａ１りｅr氏)

た だし､ 社 会 保 障 を強 化 す る だ け

Jｏｎ Ｌystl ｕnd Halkjer 氏

デンマーク雇用省　大臣補佐官

で は な く 、労 働 移 勣 の フ レ キ シ ビ リ

テ ィ を 高 め た こ と が デ ン マ ー ク の フ

レ キ シ キ ュ リ テ ィ の 特 徴 で あ る( 次

ペ ー ジ 図)｡｢ 社 会 保 障 に よ る イ ン カ

ム セ キ ュ リ テ ィ( 収 入 面 で の 安 心) だ

け で な く 、活 発 な 労 働 市 場 の な か で

い つ で も 転 職 で き る と 思 え る エ ン プ

ロ イ メ ン ト セ キ ュ リ テ ィ( 雇 用 面 で

の 安 心) が デ ン マ ー ク に は あ る の で

す｣ と 、日 本 と デ ン マ ー ク の 労 働 市

場 の 比 較 研 究 を 行 う ア ー ル ボ ル グ

大 学 准 教 授､ Ｔｈｏｍａs Ｂｒｅｄｇａａrd氏 は

説 明 す る 。

;ｌ

ｆｒｏｍ ＤＥＮＭＡＲＫ 
ｊ'こそl.

｢解雇の自由｣がもたらす

活発な労慟市場

ｉｌ ‾･

デ ン マ ー ク で は､ 企 業 の“Hir ｅ ＆

Fir ｅ"( 採 用 と 解 雇) の 自 由 度 が 高 い 。

規 制 は あ る が､ ほ か の 欧 州 諸 国 と 比

較 す る と ゆ る や か だ｡｢ そ の 人 が 担 当

す る 仕 事 が な く な っ た 、な ど 明 確 な

理 由 を 説 明 で き る こ と 、最 大 で ６ ヵ

月 前 に 事 前 告 知 を す る こ と な ど が 条

件｣ と 、デ ン マ ー ク 協 同 組 合 事 業 主 連

盟 代 表､S ｕsａｎｎｅ Ｗ ｅstha ｕsｅｎ氏 は 話

す｡ 後 述 の 通 り 、自 発 的 な 退 職 も 少 な

く な い た め 、デ ン マ ー ク の 労 働 市 場

は 非 常 に 流 動 性 が 高 く 、活 発 で あ る 。

｢ 毎 年､ ６ 人 に １ 人 が 転 職 す る と い う

デ ー タ が あ り ま す｣ と い う の は､ 教 育

省 のＪａｎ Ｒｅｉtｚ Ｊｏｅrｇｅｎsｅｎ氏 だ 。｢ １ 社

で の 勤 続 年 数 は ど れ く ら い が 平 均 的

か｣ と 取 材 で 問 い か け て も 、｢ ５ ～ ７

年｣ と 多 く の 人 が 答 え た 。

に
の仕組みは､企業にとって解雇が

Ｔｈｏ ｍａｓ Ｂｒｅｄｇａａｒｄ 氏

アールボルグ大学准教授

自由というメリットがある一方で､自

－

!)ec2076－yａｎ２０７７ Ｎ０.139 以)rks　9
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[デ ンマ ー クの フ レ キシ キ ュ リテ ィ モデ ル]

矢印で示したのは､労慟市場を巡る人の動きである。

企業に解雇された人々が生活の不安に陥らないよう

に､手厚いセーフティネットが失業者を守る｡失業給

付を受けるために､失業者は職業訓練を受けることを

義務付けられる｡これによって新たなスキルや能力を

獲得し､再び労慟市場に人つていく、という図式だ｡た

だし､職業訓練は企業で慟く人も多く受けている｡公

的なプログラム､大学での学び直しも含め､人が学ぶ

ことによって能力を高め､国全体の生産性を高めてい

るモデルである。　　　　　　　

／

）

（

｝　　　　　 ’=　XX　零　ｙ

労 働移 動 を促 進

出 典: “E ｘtｅｍａｌ ａｎｄ ｌｎtｅｍａｌ Ｆｌｅxic ｕrity: Ｃｏｍｐａrｉｎｇ Ｄｅｎｍａrｋ ａｎｄ Ｊａｐａｎ” Ｔｈｏｍａｓ Brｅｄｇａａrd and Flemming Lar ｓｅｎ

発 的 な 転 職 者 も 増 え る 。教 育 投 資 し た

に も か か わ ら ず､ ５ 年 で や め て し ま わ

れ て は 回 収 で き な い､ 技 術 や 知 識 が 蓄

積 さ れ な い と い う 理 由 で､ 企 業 に 不 利

な 仕 組 み で は な い の か 。｢企 業 の 研 修

は 公 的 プ ロ グ ラ ム の 活 用 も 多 く 、か か

る コ ス ト も そ れ ほ ど 大 き く な い 。そ も

そ 伝 そ の 職 務 に 必 要 な ス キ ル や 能 力

を 持 っ た 人 を 採 用 す る た め､ す ぐ に 活

躍 し､ 貢 献 し て く れ る の で､ ５ 年 在 職 し

て く れ れ ば 十 分､ と い う 意 識 が 企 業 に

あ り ま す｣ と､ デ ン マ ー ク 企 業 約 １ 万 社

が 加 盟 す る 経 営 者 団 体､ ダ ン ス ク･ イ

ン ダ ス ト リ の Ｍ ａrie － Ｌｏｕisｅ Ｌｉｎｄｅｌｏｖ

氏 は 指 摘 す る 。

｢ 解 雇 が し や す く 、正 社 員 採 用 を 躊

躇 し な い た め､ 逆 に テ ン ポ ラ リ ー ワ ー

１０　 剛3rks Ｎ０.139 0ec2a16 －Jａｎ2a77

ヵ－は､少ない｣(Halkjer氏)という。

それは同時に､個人にとっても転職

を躊躇しない要因となっている。

失業が不安にならない

セーフティネット

た とえ解 雇 さ れて す ぐに次 の仕 事

が決 まら なくて も､失 業給 付 は失 業 後

２年間 給付 さ れる｡給 付額 は低 収人者

の場合､ 退 職 時 の給 与 の最 大90 ％､ 高

収 入者 でも40 ～50 ％程度 だ｡ ２年以 内

に再就 職で き ない 場合 は､ほ ぼ自動 的

に生 活保護 プログ ラムに移行 する。｢失

業 給付 よ りも手 に する金 額は減 る が、

生活 には困 らない｣(Ｂrｅｄｇａａrd氏)

[失 業時 のセ ーフ ティ ネ ット] が充 実

して いる だけ で なく、医 療費 や教育 費

は無 料 で あ る｡生 活 必 需品 を含 め､ す

べ て のも のや サ ービ ス に消 費 税25 ％

がか かるデンマ ークで の生 活コスト は

安 くない が､ぜ い たくを し なけれ ば誰

でも子 どもを育て､ 普通に生活 で きる、

という環境 が用意 されてい る。

職業訓練で能力を身に付け

よりよい仕事へと移動

た だし､ 失 業 給付 を受 け る には､ 政

府提 供 の 職業 訓 練 プロ グラ ム を受 講

す る必 要 があ る。それ が､ デ ン マ ーク

モ デル の特徴 だ とい われ る。

Ｂrｅｄｇａａrd氏 は､｢ 継 続 的 な 職 業 訓

練 は､アク ティブ な雇 用 政策 の 一部 と



[デンマークの社会保障]

医療費
無料｡家庭医が割り当てられ､重度の病気などの場合には､家庭医の

紹介を受けて専門医を受診する

教育費

大学まですべて無料｡18 歳以上の学生に対して､SU と呼ばれる奨

学金が､家族同居の場合約２万～５万円､一人暮らしの場合は約６

万～10万円(条件によつて異なる)支給される

年金

国民年金は､一般税を財源とする｡15～65 歳までの居住年数によっ

て支給される金額が変わる｡基礎給付､加算給付それぞれ満額で年

間約100 万円(加算給付は単身者の場合､所得制限あり)｡加えて労

慟市場基礎年金(ATP) がある｡週９時間以上の就業者が勤務時間に

応じて積み立てる(３分の１は被用者､３分の２は雇用主負担)。そ

のほか､職域年金､個人年金などがある｡支給開始年齢は現在65 歳

だが､2024 年までに67歳に順次引き上げることが決定している

失業給付
就業者が加入する｢失業金庫｣を財源として給付される｡最長２年。

失業前の給与の最高90 ％(給与額に応じて決定)を支給

言えますが､実際の人の勁きを見る

と､広い意昧での職業訓練を失業者･

就業者問わず多くの人が受講し､能力

開発を常に行っており、この機能には

とても大きな意昧があると考えてい

ます｣と説明する。このとき、｢中～低

技能者は主に公的な職業訓練プロ

グラムを活用し､ハイスキルワーカー

は大学に戻って学ぶなどして、より

高い能力を身に付け､よりよい仕事に

就く。別の見方をすれば､成熟した産

業の余剰人員を再教育し､新しい産

業 に人を動かす役割を担っている｣

(Ｂrｅｄｇａａrd氏)のだ。

理想的には確かにそうだが､疑問

もある｡学んだことがすぐに仕事に

直結するのか。そして､国が提供する

出典:取材をもとに編集部作成

職 業 訓 練 プ ロ グ ラ ム で､ 今､ 企 業 が 必

要 と す る 能 力 や ス キ ル が 身 に 付 く の

か､ で あ る 。

前 者 に つ い て は､｢ 職 業 別 に 必 要 と

さ れ る 資 格 や 認 定､ レ ベ ル が 明 確 に さ

れ て い ま す｡ 学 ん で 新 し い 能 力 を 獲 得

し､ ス キ ル を 向 上 さ せ れ ば､ 必 ず 報 わ

れ る｣( Ｂrｅｄｇａａrd 氏) と い う 。｢公 的 な

職 業 訓 練 プ ロ グ ラ ム だ け で は 追 い つ

け な い ス キ ル や 技 能 も 確 か に あ る が 、

政 府 だ け で な く 大 学 や 経 営 者 団 体､ 労

働 組 合 が 連 携 し て 実 効 性 の 高 い プ ロ

グ ラ ム 開 発 を し て い ま す｣ と､ 教 育 省

のＪａｎ Ｒｅｉtｚ Ｊｏｅrｇｅｎsｅｎ氏 は 説 明 す る 。

こ の よ う に し て､｢ フ レ キ シ ブ ル に 労

働 移 動 が で き 、な お か つ 安 心 な 社 会｣

が 成 り 立 っ て い る 。企 業 は 解 雇 の 自 由

；’

ｆｒｏｍ ＤＥＮＭＡＲＫ　 ’
｀二そl

－

Ｊａ ｎ Ｒ ｅｉｔｚ Ｊｏｅｒｇ ｅｎｓｅ ｎ 氏

デンマーク教育 省　 シニアア ドバイザー

ｙ　 ／

Ｍ ａｒｉｅ-Ｌｏｕｉｓｅ Ｌｉｎｄｅｌｏｖ 氏

ダンスク･ インダストリ（デンマーク経営者団体）

に よっ て必 要 の ない 人 材 を 外 に出 せ

る。働 く人 は､ 手厚 い 社 会 保 障 を受 け

なが ら､職業 訓練 に よって 新し い能力

や ス キル を獲得 して､ 次 の就職 を よ り

よい もの にで きる｡国 に とって も余 剰

人 員 を 抱 え た企業 から 人 手不 足 の 成

長 産 業 へ と労 働力 の移 転 が可 能 とな

り、国全 体 の生産 性 を高 めら れる｡｢ 政

府､ 企 業､ 個 人 にと って オー ル ウィ ン

の仕組 み｣(Ｂrｅｄｇａａrd氏) なの だ。
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D ｅｎｍａrk

転職しても、

挑戦しても大丈夫

と思える理由

ここまで見てきたデンマークの社

会において､働く人々が｢転職しても

問題ない且新しい挑戦をしても大丈

夫｣と思える理由を整理してみよう。

経済的プレッシャーが

ない社会

デ ン マ ー ク の 製 薬 大 手 ノ ボ ノ ル

ディ ス ク にマ ー ケ ティ ン グ担 当 とし

て 勤 務 す るＥrｉｃ Ｗａｎｇ氏 は､ 台 湾 系

カ ナダ人 。カ ナダ､ 日本､ シ ンガ ポ ール

り

Ｔｏｒｂｅｎ Ｖｉｓｔｉｓｅｎ 氏

ダンスク･ インダストリ（デンマーク経営者団体）

１２　 剛3rks Ｎ０.139 0ec2a16 －Jａｎ2a77

2: ″安 心″の深 層を 分 析する

な ど さ ま ざ ま な 国 で 学 び､ 働い た 経

験 を持つ｡ そ れ らの 経験 を踏 まえ､ デ

ン マ ー ク人 は｢ お 金 の プレ ッ シ ャ ー

が 少 ない｣ とい う。｢教 育費 が ほ ぼ無

料 な こ と に加 え､ 大 学 入 学後 は 返 済

不 要 の給 付 金 が 政 府 か ら 出 ます。解

雇 も多 い が､ 失 業 給 付 も き ち ん と 出

る。た とえ 会 社 が 数百 人 規模 の リ ス

ト ラ を 告知 し て も､ 働 く人 た ち は 前

向 きに仕 事 をし てい ます｣( Ｗａｎｇ氏)

さ まざ まな社 会保 障が､ 収入 の約 半

分 を 占 める 高い 税 金 で賄 われ てい る

Ｅｒｉｃ Ｗ ａｎｇ 氏

ノボノルディスク

こ と につ い て も､ 多 く の 国 民 が 納 得 し

て い る 。「税 金 が 低 い 米 国 の よ う な 国

で は､ 医 療 保 険 に 白 ら 加 人 し た り、高

い 教 育 費 を 負 担 し た り と､ 個 人 で 安 心

を 得 る た め の サ ー ビ ス を 買 わ な け れ

ば な ら な い か ら 同 じ こ と 」と 話 す の

は､ バ イ オ 企 業 の ノ ボ ザ イ ム ズ に勤 務

す るＬａrs Skoｖｇａａrｄ Ｒａsｍｕssｅｎ氏 だ 。

高 収 人 の 職 に就 け ば､ そ の 分 税 金 は 高

く な る た め､ 収 入 の 多 寡 は そ れ ほ ど生

活 水 準 に 影 響 を 与 え な い 。だ か ら こ

そ､ 今 の収 入 を保 つ た め に チ ャ レ ン ジ

Lａrs Sko ｖｇａａrd Ras ｍｕssｅｎ 氏

ノボザイムズ



[なぜ、安心して新しい挑戦ができるのか]

→

男ちの働壱方に惹がない・ →

学び鰹け号冬f!2力溥る画
→

●

を思いとどまる必要はない。

｢もともとぜいたくを好まない国民

性なので､ある一定の生活水準さえ

保つことができていればいい｣とも、

デンマーク在住のアーティスト､高

田ケラー有子氏から聞いた。｢デン

マーク人にとっては､人との関係を

大切にしながら人生を楽しむことが

最大の目標です｡お金を稼ぐことよ

り、もっと自由な時間が欲しい人が

多いのです｣(高田氏)

夫婦どちらも

慟いているから安心

生活に対する安心感には､男女の

働き方に差がなく、共働きが当たり

前であることも寄与している。

Ｒａsｍｕssｅｎ氏 は夫婦 共働 き で､３人

の 子 どもを育 て る｡妻 は地方 白治 体勁

務 で年 収 も 同程 度｡｢ 自 分 が仕 事 をや

めたら我 が家 は破 綻 する｣ といっ た プ

レ ツシ ャーは､ 白分に も妻に もない。

そ の ぶ ん 、お 互 い が お 互 い の 仕

事､ 生 活 に配 慮 し 合 う。｢片 方 が相 手

の キャ リ アを台無 し にす る､た とえ ば

週50 時 間 勤 務 を し て 相 于 に家 事 や

育 児 を 押 し 付 け る働 き方 は し ない｣

(Ｒａsｍｕssｅｎ氏) ことが夫婦 で子 どもを

育て るうえでの約束事 となっ ている。

｢在 宅 勤 務 も で きる し､16 時30 分 く

ら い に は オ フ ィ ス か らい な く な る 。

家 族 と相談 のう え､男 性 も 半 年 間育

児 休 暇 を 取 る の は 普 通 の こ と で

す｣( Ｗａｎｇ氏) とい う。

｢特 に若 い 世 代 は ワ ーク ラ イ フ バ ラ

ル

出典:取材をもとに編集部作成

ンス に高 い 関 心 を 持 ち、フレ キシ ブ

ル な 労 働 時 間 、働 く 場 所 を 用 意 す

る こ と が欠 か せ な く な っ て い ます 」

と、ダン ス ク･ イン ダ スト リ のＴｏrｂｅｎ

Ｖｉstisｅｎ氏 も説 明 する｡ 無 理 の ない 働

き方 が男 女 か か わ り な くサ ス ティ ナ

ブル に働 け る 状 態 を生 み､ 結果 的 に

そ れ が ラ イ フ セ キ ュ リ テ ィ につ な

がっ てい る。

よりよい仕事に就くために

学び続ける文化がある

人 々 が 職 業 訓 練 プ ロ グ ラ ム に 積

極 的 に 参 加 し て い る の は､ 単 に プ ロ

グ ラ ム が 充 実 し て い る か ら だ け で

は な い 。「 デ ン マ ー ク に は 学 び 続 け

る 文 化 が あ る 」とＪｏｅrｇｅｎsｅｎ氏 は 説

!)ec2076－yａｎ２０７７ Ｎ０.139 以)rks　13
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明 す る 。｢常 に､ デ ン マ ー ク の 成 人(16

歳 か ら65 歳 ま で) の36 ％ が 何 ら か の

学 び の プ ロ グ ラ ム に 参 加 し て い る｣

(Ｊｏｅrｇｅｎsｅｎ氏) と い う 。そ れ に は 職

業 訓 練 プ ロ グ ラ ム だ け で は な く 、大

学 な ど で の｢ 学 び 直 し｣ も 含 ま れ る 。

デ ン マ ー ク で は オ ラ ン ダ と 同 様 、

高 校 な ど の 卒 業 資 格( デ ィ プ ロ マ)

の 取 得 が 大 き な 意 味 を 持 つ 。こ の

デ ィ プ ロ マ さ え 持 っ て い れ ば 本 人

が 学 び た い と 思 っ た と き に､ い つ で

も 大 学 で､ ほ ぼ 無 償 で 学 べ る 。そ れ

は､25 歳 以 上 の 大 学 入 学 者 が24 ％

と い う 数 字 に も 表 れ て い る 。残 業 は

高田 ケ ラ ー有 子氏

アｰティスﾄ

１４　 剛3rks Ｎ０.139 0ec2a16 －Jａｎ2a77

滅 多 な こ と で は 発 生 し な い た め 、

｢ 仕 事 を フ ル タ イ ム で し て も 、時 間

は 十 分 に あ る 。夕 方 や 休 日 に 学 ぶ 余

力 が あ る し､ 雇 用 主 と の 合 意 が あ れ

ば､ 勤 務 時 間 内 に 学 校 に 行 く こ と も

で き る の で す｣( Ｊｏｅrｇｅｎsｅｎ氏)

｢働 く 会 社 を 選 ぶ と き 、ど の よ う な

教 育 機 会 を 与 え て く れ る か を 重 視 す

る 。そ れ く ら い デ ン マ ー ク の 人 々 は

学 ぶ こ と に 対 し て 熱 心｣( Ｊｏｅrｇｅｎsｅｎ

氏) だ と も い う 。解 雇 や 自 主 退 職 に

よ る 離 職､ 教 育 訓 練､ 就 職 と い う 労

働 市 場 を 人 が 巡 る 仕 組 み は､ 働 く

人 の 視 点 に 立 て ば 能 カ ア ッ プ の た

め の よ き ス パ イ ラ ル で あ る 。職 業 訓

練 や 能 力 開 発 に よ っ て 手 に 入 れ た

職 業 資 格 や 認 定 は､ 特 定 の ス キ ル や

技 能 を 持 っ て い る こ と を 証 明 し て く

れ る 。こ れ を 雇 用 す る 企 業 側 も 重 視

し て､ 採 用 を 決 め る 。だ か ら こ そ､ 能

呵Ｆ ‾’●啼 ’き 厚 で1111
し ど き

犬

Ｓｕｓａｎｎｅ Ｗ ｅｓｔｈａｕｓｅｎ 氏

デンマーク協同組合事業主連盟代表

力開発の機会は働く人にとって貴

重である。

仕事と学びは常に双子の関係に

ある｡失業期間であっても学びの機

会がセットされているからこそ､転

職することを多くの人が恐れない。

転職や回り道が

不利にならない

ここまで述べてきたように､多 く

の人がためらいなく５～７年で転

職する社会だ。そうした社会におい

て､｢転職が不利になる｣という意識

はそもそもない。

高田氏は､｢ やり直しができる社

会｣だともいう。｢高校卒業のディプ

ロマは重要ですが､高校での勉強は

厳しく、ディプロマを取得できずに

ドロップアウトする人も多い。しか

し､落第したからといって落伍者と

いう恪印を押されることはありませ

ん｡ほかの職業訓練校に通ったり、あ

るいは一度社会に出てから何年か

経って､ディプロマを取り直して大

学に行き、よりよい仕事に就く人も

いるのです｣(高田氏)

不本意な仕事をしているならば、

ほかの道を選択すればいい。もう一

度学び直して仕事を変えればいい。

そのように思える社会なのだ。
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優秀な 人材 の獲得 のた め労働流 動性 の高い地 域 に進出

私たち人事が常に向き合わなけ

ればならないのは､デンマーク人は

終身雇用を求めてもおらず､そこに

魅力を感じてもいないということ。

彼らが求めているのは､継続的な

チャレンジと能力開発の機会です。

そのため､解雇に関してもそれほど

ネガティブではありません｡職業訓

練によってより高い能力･ スキルを

身に付けようと積極的に企業 の外

に出ていきます。

ただし､当社はそのなかにあって

特殊だといえます｡ほかに競合する

企業 もあまりない 郊外に本社が

あって､その地域で生まれ育った人

を雇用しているため､定着率がとて

も高いのです｡親､子､孫の三世代が

働くことも珍しくありません。

音響という特殊な技術の蓄積に

おい ては､ 長期雇用はメリットが

大きい｡一方､セールス､マーケティ

ング部門などでは、より優秀な人

材を採用するために､ 戦略拠点を

コペンハーゲンに開設しました｡コ

企業人事はこう見る　02　 ユスケ･バンク

ペンハーゲンにはダイナミズムの高

い労働市場があり、どんどん人が入

れ替わります｡優秀な人材を失うリ

スクがある一方で､高い能力を持っ

た人材を採用しやすいのも事実な

のです。

Christian l ｖｅrs ｅｎ 氏

シニア･ ヴァイス･プレジデント　組織人事戦略担当

く ゝ

健全な 離職率 が、企業 と社 会の生産 性を 高 める

従業員が当社に所属している間

は､間断ない能力開発によって彼ら

の市場価値を高める責任を負って

いると考えています｡優秀な人材に

は当然､ やめてほしくありません

が､ 組織の活性化のためには､離職

率は健全な数値､ たとえば30 ％程度

はあっていいと考えています。

デンマーク第３の銀行である当

社の場合､ 平均勤続年数が13 ～14

年と他社に比べて長い傾向があり、

離職率も８％とかなり低いです｡そ

れは､社員に対して豊富な教育や内

部登用の機会を提供していること

が大きな理由ですが､景気の後退の

影響もあり､本当は転職したい人や

転職したらよりよい機会や待遇に

恵まれる人､特に当社で高く評価さ

れている人が退職していないので

はないかと危惧しています。

健全な離職率を維持して､そうし

た人材が占有するポジションを､よ

り意欲の高い人に担当させるほう

が生産性が高まります。また､人が

流動的になることで､経営陣は自社

の人事制度や職場環境に目を向け
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るようになります｡多くの企業がこ

のように考えるため､社会全体の適

材適所が進むのだと思います。

Ｋｎｕｄ Ｎｏｒｂｏ 氏

HR　 ディレクター
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N ｅtherlａｎd 社会 の構 造を 理 解す る

オランダ型

フレキシキュリティは働く時間を

自律的に選択できる

オランダの雇用政策といえ ば、

｢ワークシェアリング｣と｢同一労働同

一賃金｣がまず思い浮かぶ。この政策

の導入は､オランダが不況に陥り、行

き詰まりのなかで導き出した１つの

解であり、オランダ社会に安定と再び

の発展をもたらす転換点となった。

オランダは第二次世界大戦後､ 日

本と同様､戦災復興によって高度成

長を遂げた。だが､1970年代のオイル

ショツク後､オランダの主要産業の１

つとなった天然ガスの価格が上昇し

M ａrtin Flier 氏

オランダ雇用省　労使関係課ディレクター

１６　 剛3rks Ｎ０.139 0ec2a16 －Jａｎ2a77

-

たため､当時の通貨､ギルダーの高騰

によって､経済不況に陥つた｡好況期

に整備した高水準の社会保障制度の

負担が重くのしかかり、巨額の財政

赤字を抱え､失業率も上がった｡これ

が､1980 年代まで続く長い低迷期、

｢オランダ病｣である。

ところがオランダはこの病を克服

し､1980 年代後半以降､目覚ましい

復活を遂げた。きっかけは､1982 年

の｢ワッセナー合意｣だ｡ワッセナー

合意とは､政府､経営者(企業)､労働

リ ヒ テ ル ズ 直 子 氏

オランダ社会･教育研究家
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組合の三者が､オランダ経済の再生

をかけて成し遂げた､歴史的な歩み

寄りのことである。本来､利害が対立

する三者にもかかわらず､だ。

｢労働者は企業に余剰利益があるの

を承知していながらも､人件費の上

昇によってオランダ製品の欧州市場

での競争力が低下し､却って経済不

況を持続させることを避けるため

に､そのすべてを労働者に還元する

よう要求するのをやめ､企業に投資

能力の余力を残すことに合意しまし

た。その代わり､企業は労働時間を短

縮し､短時間勤務者も正規の従業員

として認め､より多くの労働者に雇

用機会を提供しました。政府にとっ

ては､社会保障費を含む納税者人口

を拡大し失業手当を節約できるとい

う利点がありました｣と､オランダの

社会･教育研究家､リヒテルズ直子氏

は説明する。

このときに企業が短時間勤務の正

規雇用を認めたことが､｢ワークシェ



アリング｣につながった。これによっ

て結果的に､女性や障害者を含む多

様な人の正規労働への参加が促さ

れ､企業は賃金抑制による余力で積

極的な設備投資を実現した。失業率

は下がり、景気も浮揚したというの

が､オランダが歩んだ道である。

この政策は､後に｢ポルダーモデル｣

と名付けられた(右図参照)。ポルダー

とはもともと干拓地のこと。｢オラン

ダはご存じの通り､海抜ゼロメートル

以下の土地を干拓して人が住むよう

になった国です｡海よりも低い上地を

水の脅威から守るために､立場の違い

を超えて一致団結して国を守ろうと

するオランダ人の伝統的な気質を､ポ

ルダーモデルという言葉に込めてい

ます｣(リヒテルズ氏)。ポルダーモデ

ルとはつまり､社会の安定のために全

員で合議し､利害の異なるパートナー

の要望に耳を傾け合って合意形成を

図る文化を示している｡こうした合意

のもと､現在に至るまでに形成された

オランダ型のフレキシキュリティに

ついて説明する。

企業に所属しなくてもいい

と思える手厚い社会保障

まず､「セ キ ュ リテ イ」に 関 し て は、

[オランダのポルダーモデル]

● ●

卜ｏｍ ＮＥＴＨＥＲＬＡＮ Ｄ

財政 支出は抑 制したが､失業

者を減 らし て納税 人口 を拡

大し た

●

●

ｙ　　
す べ て の 人 が 協 力 し 、　 １

言
゛

≒

●●
●●

●●●
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●●

労慟時間が減って収入は減っ

たが､雇用は維持された

デンマークと同様 の手厚い社会保

障がある｡1960 年代の好景気時につ

くられた高福祉モデルは、ワッセ

ナー合意後も基本的に継続され､後

退していない｡失業給付や疾病時の

保障は于厚く、教育費は初等･ 中等

教育費は無償､大学は年間20万円程

度と低い。また､全員が加人義務のあ

る健康保険によって､外国人や難民

も含め､すべての住民が､基本的な医

療費を保険でカバーされている。

冒頭で登場したRichtｅrs氏がい

うように､「企業に所属しなくても生

きていける」と思えるのは、これら

の手厚い社会保障があってこそで

だといえよう。

雇 用は維 持し なけ ればな ら

な かっ たが､賃 金抑制 できた

分､新規投資ができた

出典:取材をもとに編集部作成

｢同―労慟同―賃金｣に

基づくパートタイム正社員

では､｢フレキシビリティ｣はどう

か｡オランダのフレキシビリティの最

大の特徴は、フルタイムか短時間か

にかかわらず､期限を定めない雇用

契約の正社員であることと、自分の

働く日数や時間を自ら選択できる

ことだ(次ページ図参照)。週35 時問

以上の労働をフルタイムとし､それ以

下は短時間(パートタイム)勤務とな

る。都合に合わせて雇用主と交渉し、

勤務日数･時間を決めればいい。

日本では多くの場合､｢パートタイ

!)ec2076－yａｎ２０７７ Ｎ０.139 以)rks　17
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[オランダ のフレキシ キュリティモデル]

フルタイムワーカー
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１日 ７時 問×週 ５ 日

＝35 時間

１日 ９時 問× 週４ 日

＝36 時 間

ムワーカー＝有期契約の非正社員｣で

ある。オランダのパートタイムワー

カー(2014年で全労働者の38.5％)

のほとんどは正社員だ(大学を卒業

直後の試用期間など､一部有期契約

社員もいる)。

｢フルタイムワーカーとパートタイ

ムワーカーは､基本的に同じ権利を

持ちます。時間当たり賃金は同じ

で､有給休暇などの福利厚生､社会
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１日 ７時 問× 週３ 日

＝21 時 間

フルタイムワーカーもパートタイムワーカーも、

自ら働く日数･時間を設定できる。

保 障 も勤 務 時 間 応 分 で 同 等 に受 け

ら れ ます｣ と話 すの は､ オ ラ ンダ 雇 用

省 のＭａrtin Flier氏 であ る。

｢同 一労 働 同一 賃金､ そして 同一 待遇

を支え る原 点 は､オ ランダ 憲法 の第 １

条｡『 オラ ンダ にい る すべ て の者 は 同

一 条件 のも とで 同一 の待 遇を受 け る』

にあ り ます。こ の原 則 に基 づ き､1994

年 に は同 一 待 遇 一 般 法 が 施 行 さ れ 、

あ らゆ る 差別 の禁 止 をさ ら に 強化 し

ました｣ と、リヒ テル ズ氏 は説明 す る。

｢オラ ンダ で は､ それ ぞれ の仕 事 に必

要 な資 格 や 経験 を 提示 し､ そ れ に基

づ い て 賃金 や 待 遇 を定 め た契 約 が 結

ばれます。仕事内容が変われば契約

を結び直します」（リヒテルズ氏）

このように､職場内での仕事内容

１日 ５時 間× 週４ 日

＝20 時間

出典:取材をもとに編集部作成

とそれに紐づく賃金･待遇が決まっ

ている。フルタイムワーカーであろ

うが､パートタイムワーカーであろ

うが､その仕事を担う資格や経験を有

し､その職務を遂行できるならば､そ

の仕事に就く人は同待遇となる。

８ページの表にあるように､オラ

ンダのパートタイム勤務者の賃金水

準は､フルタイム勤務者の８割弱だ。

日本の56.6 ％と比較すればその差

は小さいが､差がないわけではない。

この理由は､後述するように、マネ

ジャーやエグゼクティブなどの職責

を担うポジションではフルタイムで働

く人のほうが多いというのは事実で、

そうした“ポジションによる"賃金 の

差が反映されているからである。



[オランダの社会保障]

医療費
月に100 ユーロ程度の民間保険会社が提供するパッケージに加入

することで､ほとんどの医療サービスを無料で受けられる

教育費

中等教育まで(日本の高校までに相当する)無料｡大学の学費は全国―

律で年間約20万円程度｡親の収入の多寡によらず､月々 １万～３万円程

度の奨学金(自宅通学か自宅外在住かによって異なる)が支給される

年金

公的年金は15 ～65歳まで50年間を対象期間とし､毎年２％ずつ受

給権を得られる積み上げ方式｡満額で､単身世帯の場合､月1114.72

ューロ(2016 年)｡加えて職域年金(企業別､あるいは産業別)があ

る｡65 歳まで働いた場合の平均額は､年間15万5000 ューロ程度。

掛け金は約３分の１を被用者､約３分の２を雇用者が負担｡支給開始

年齢は､現在65歳だが､2019 年までに67歳に順次引き上げられる

失業給付
支給は､最長38 ヵ月｡2019 年までに順次24ヵ月に短縮される､６ヵ

月以上失業手当を受給している場合､紹介される求人を受け入れな

ければならない｡支給額は最後の給与の75％

出典:取材をもとに編集部作成

こうし たル ール に守 られ､多 くの人

が躊 躇な くパ ートタ イ ム勤務 や､ フル

タ イ ムで も週 ４ 日 勤 務 を選 択 して い

る｡｢女 性 の 約 ６割､ 男 性 ２割 が パ ー

トタ イ ム勤務 で す｣(Flier氏) とい う。

慟く日数･時間を選ぶ

権利が個人にある

同一労働同一賃金に加え､オラン

ダのフレキシビリティを支えるの

は､勤務日数､勤務時間の決定権だけ

でなく、フルタイム勤務かパートタ

イム勤務かを決める権利が個人にあ

ることだ｡業績が悪化し､現状の勣務

時間以上に仕事を与えることが不可

能など､雇用者に特別な事情がない

限り、「もっと働 きたい」あるいは

「もっと白分の時間がほしい」という

個人の意思を働き方に反映できる。

日本では「ワークライフバランス」

という言葉が一般的だが､「オランダ

ではそうではない」と、リヒテルズ氏

は説明する。「ワークライフバランス

という言葉には､あくまでも仕事が中

心だが､育児をはじめとする家庭のた

めの時間も欲しい､というニュアンス

が込められています。しかしオランダ

人は､仕事以外の時間をただ家庭の

ためだけに使うのではなく、学ぶ､育

てる､社会参加する、といったさまざ

まな活勣に使っています｡そのため、

限られた時間を何に、どのように使

うのか､より主体的に考えるのです」

卜ｏｍ ＮＥＴＨＥＲＬＡＮ Ｄ

Ｐａｔｒｉｃｋ Ｌｅｕｓｈｕｉｓ 氏

オランダ教育省　高等教育･ 労慟市場シニアアド

バイザー

Flier氏 の上 司 であ る 雇用 大 臣 は43

歳 。彼 の子 ども は まだ小 さ く、彼 が小

学校 への送 り迎 えを する た め､定例 会

議 の スタ ート 時間 を30 分 遅 らせ た と

い う。ま た､Flier氏 の 妻は教 師で､ 育 児

期 間 中､ パ ート タ イ ム勤 務 だっ た｡ そ

の後､ 子 ども が成 長 し､ 独 立し た今 も

変 わ りな くパ ート タ イ ム 勤務 を選 択

し て い る 。そし て､Richt ｅrs氏 の よ う

に､ 副業 を 持 っ た り､社 会 参加 をす る

た め に週 ４日 勤務 を選 択 す る人 も い

る｡こ の よう に､性別 にか か わら ず､白

分 な りの理 由で 自分 の生 き方､ 働 き方

を主体 的 に選択 してい る の だ。

で は､ オ ラ ンダ の人 々 は な ぜ 自 分

の 都 合 で 働 く 時 間 を 自 由 に 設 定 で

き る、と思 え る の だろ う か。
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N ｅtherlａｎd 2:“安 心″の深 層を 分析 す る

なぜ｢自分の都合で

働く時間を選んでいい｣

と思えるのか

まず､オランダでもデンマークと

同様に､于厚い社会保障が自分らし

い働き方を選ぶ基盤になっている。

｢経済的プレッシャーが少なく、将来

の不安がない社会｣と、冒頭で登場し

たRichtｅrs氏は話してくれた。

慟く時間の長短が

損得につながらない

そして､オランダ独自の時間的なフ

レキシビリティを実現できる最も大

きな理由は､法律がパートタイムワー

カーの権利を担保し､それに実効性が

あること、さらに､パートタイム勤務

であることが､キャリアにおいてそれ

ほど大きな影響を持たないというこ

とだ｡たとえば､パートタイム勤務の

管理職はいるのかと問うと、｢週３日

勤務では､ 仕事が限定的になり、難

しい場合もある。しかし､週４日であ

れば十分に可能だし､実際に多く存

[なぜ、｢自分らしい働き方を選んで大丈夫｣と思えるのか]

社 会保障 が充 実

同一 労働同 一賃 金

パートとフルを行き来できる

全員 が学 び続け る社会

合 意形成文 化

２０　 剛3rks Ｎ０.139 0ec2a16 －Jａｎ2a77

在する｣(Flier氏) という。｢週３日勤

務の人には管理職など任せられな

い｣ という意味ではなく、管理職の

ミッションや役割を達成しようとした

とき､週３日では時間が足りない､と

いう感覚である。働く時間を何より

も優先し、その時間内で果たせる役

割を選ぶことも個人の自由､やりた

い仕事があり、それに応じて働く時

間を決めるのも個人の白由なのが、

オランダの社会だ。

出典:取材をもとに編集部作成



企業人事はこう見る　０３　ＮＸＰ

フレ キシビ リティ が高 いか らこ そ、生 産性 が高 まる

半導体の開発･製造を行う当社に

も､多くのパートタイムがいます｡管

理職も例外ではなく、特に女性管理

職の多くがパートタイムです。

オランダのワークシェアリングは、

決して企業の競争力を低めていると

は思いません｡まず､オランダにはポ

ルダーモデルの伝統があります｡労

使交渉においてもそれぞれがオー

ナーシップを持って､互いの意見に

真剣に耳を傾け､建設的な対話が行

われます｡導き出された解にお互い

満足できます｡ 彼らは自分の意見

がきちんと会社のルールに反映され

χ 二･

咤

将来の不安のために

｢今｣を犠牲にしない

日本では､パートタイム勤務を選

択することを不安視する人は多い。

パートタイム勤務を選ぶことはす

なわち､非正規雇用を選ぶこととほ

ぼ同義で､ひとたびその選択をした

ら､正社員に戻るのが難しく、社会

における立場が不安定になると思

えるからだ。

オランダではそうした不安はな

い｡育児や学びなど､仕事以外に大切

るからこそ､対話に積極的に参加し

ます｡ですから､オランダではストラ

イキが少なく、むやみに賃金が上昇

していくこともありません。

会社側がフレキシビリティを認める

ことによって､限られた時間のなかで

自らの役割をきちんと果たす､という

ことに大きな意識を払うようになりま

す｡オランダ人の時間当たり生産性は

非常に高いのが､その証左でしょう。

同時に､従業員がより生産性高く

パフォーマンスを上げられるよう

に､彼らに能力開発の機会を与えるこ

とが重要です。公的なトレーニング

にし たい こ と が あ る な ら ば､ 仕 事 の

量 や 時 間 を 減 らし て もい い の だ｡ 時

間 の長 短 にか か わら ず正 社 員 な の だ

し 、フ ル タ イ ムか パ ート タ イ ム か の

選 択権 は個 人 にあ る の だ から､ 将 来、

フ ル タ イ ム勤 務 に戻 れ ない か も、と

い う不 安 の た め に今 を 犠牲 にす る必

要 が ない の だ。

特 に育 児 の時 期 に は､ 女 性 だ けで

な く男 性 も パ ート タ イ ム勤 務 を 選ぶ

こ と が 少 な く な い と い う 。ワ ッ セ

ナ ー合 意 の 後､ オラ ン ダ 政 府 は1985

年 に 男 女 平 等 政 策 プ ラ ン を策 定 し

て い る。『オ ラン ダ流 ワ ー ク・ライ フ・

バ ラ ンス 』(中谷 文 美 著､ 世界 思 想社)

卜ｏｍ ＮＥＴＨＥＲＬＡＮ Ｄ

も活用しますが､先端技術のトレー

ニングに関しては､大学とのコラボ

レーションを大切にしています。

Ｓｔｅｆａｎ Ｈ ｅｒｍａｎｓ 氏

ＨＲ　ヴァイスプレジデント

によれば､男性 の労働時間を減ら

して家庭責任を担えるようにする、

つまり、有償労働と無償労働を男女

ともに担うモデルを推進した。これ

によって､｢夫婦ともにフルタイムよ

り少し少ない程度のパートタイム労

働に従事することにより、1.0ではな

く0.75ずつ、２人合わせて1.5の収入

を稼ぎ出す｣(同書)家族のありよう

が定着した｡男性が週４日勁務､女性

が週3 日勤務などのバランスで子ど

もを育てる夫婦は多い｡夫婦で1.5人

分稼ぐという社会の前提が､仕事以

外の人生をも大切にするオランダ人

の生き方を支えている。
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学び続け、専門性を

高めれば必ず報われる

人 々 が 学 び 続 け る こ と を 国 が推 奨

し て い る と い う 点 で も 、デ ン マ ー ク

と 共 通 し て い る。

オ ラ ン ダ に も｢ 全 員 が 学 び続 け る 文

化 が あ る｣ と､ 教 育 省 のＰａtrｉｅｋ Ｌｅｕshｕis

氏 は 話 す 。｢特 に近 年 は､ 技 術 の 進 化 が

急 で､ 新 し い 知 識 や ス キ ル の 獲 得 が 重

要 だ と人 々 の 意 識 が 高 ま り ま し た｡ よ

り 専 門 性 や 先 進 性 の 高 い 能 力､ ス キ ル

を身 に 付 け る た め に は 大 学 や 高 等 専

門 学 校 な ど､ 高 等 教 育 機 関 で 学 ぶ こ と

が 求 め ら れ る｣( Ｌｅｕshｕis氏) と い う。

誰 も が 常 に 学 べ る よ う 、政 府 も 支

援 す る 。１ つ は働 き な が ら 学 ぶ 人 の た

め に､ 柔 軟 な プ ロ グ ラ ム を開 発 す る よ

う､ 大 学 な ど に 働 き か け て い る 。ま た、

高 等 教 育 機 関 で の 学 び に よ っ て 人 々

Ｒｕｕｄ Ｂａａｒｄａ 氏

s-BB （オランダ職業能力連盟）
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の 成 長 を 促 進 す る た め､ 働 く個 人 の

能 カ ア セ ス メ ン ト を 強 化 す る 試 験 的

な 取 り 組 み も始 ま っ た 。｢各 大 学 に ア

セ ス メ ン ト セ ン タ ー を 設 け､ 個 人 が

培 っ た 能 力･ ス キ ル を 棚 卸 し し､ 次 に

学 ぶ べ き こ と を 助 言 し て い ま す｣

(Ｌｅｕshｕis氏)

一 方､ 企 業 側 も､ 社 員 が 働 き な が ら

高 等 教 育 を 受 け る こ と に 積 極 的 で あ

る 。｢ス キ ル ア ッ プ し た 人 が よ り よ い

条 件 の 企 業 に 転 職 す る の で は 、と 躊

躇 す る こ と も あ る 。し か し､ 企 業 格 付

け を 行 う 際 に､ そ の 企 業 の な か に 高

等 教 育 修 了 者 が ど の く ら い 存 在 す る

か が 考 慮 さ れ る な ど､ 能 力 開 発 投 資

に 企 業 が 積 極 的 か ど う か は 社 会 の 関

心 事 に な っ て い ま す｣( Ｌｅｕshｕis氏)

中 ～ 低 技 能 者 向 け に は 特 に､ オ ラ

ン ダ の 職 業 教 育 の 促 進 を 行 うS- ＢＢが

そ の 能 力 開 発 を 支 援 す る｡｢ オ ラ ン ダ

の 職 業 訓 練 校 で は､ 年 間50 万 人 が 学

ん で い ま す｣ と､S- ＢＢ のＲｕｕｄ Ｂａａrda

氏 は 話 す｡｢ 技 術 の 進 化 に よ っ て 持 っ

て い る 知 識 や ス キ ル が 陳 腐 化 す る こ

と は あ る 。そ う い う 人 た ち の 雇 用 は

不 安 定 に な り か ね な い｡ そ れ を 防 ぐ

た め に 職 業 訓 練 校 は 存 在 す る し､ 約

500 の 職 業 に 必 要 な 資 格･ 知 識･ ス キ

ル を 常 に ア ッ プ デ ー ト し､ 能 力 開 発

が よ り 意 昧 の あ る も の に な る よ う に

努 力 し て い ま す｣( Ｂａａrda氏)

デ ン マ ー ク と 同 様､ 就 職 人 気 の 高

いのは､能力開発を支援する会社だ。

学び続ければ必ず報われる｡「学び続

けることこそが安心」という感覚が

オランダ人に染み付いている。

個人の声が社会や

政治に届く

オ ラ ン ダ に は､ 政 労 使 が 膝 を 詰 め

て定 期 的 に 話 し 合 う 場､ 社 会 経 済 評

議 会( ＳＥＲ) が あ る 。前 述 の ワ ッ セ

ナ ー合 意 も､ＳＥＲで 話 し 合 わ れ た 結

果 で あ る。｢ＳＥＲは 雇用 問 題 や 経済 政

策 に つ い て 意 見 交 換 を し､ 国 会 や 政

府 に共 同 で提 案 を す る組 織｣( リヒ テ

ル ズ 氏) で 、こ の 場 に参 加 す るメ ン

バ ー は､ 政 府､ 産 業 界､ 労 働 者 か ら11

名 ずつ と決 まっ てい る｡｢ 労 働者 代 表

は､ 主 に組 合 か ら 選出 さ れ ます。オ ラ

ン ダ の 組 合 は 基 本 的 に職 業 別 組 合 。

そ こ には テ ン ポラ リ ーワ ーカ ーや 失

業 者､ フ リ ー ラ ン ス の人 も 加 人 し て

い ま す｡つ まり､ 現 時点 で 企 業 に雇 用

さ れ､ 守 ら れ て い る 労 働 者 だ け で は

な く、今 は苦 しい 立 場 に あ る､ 社会 の

な か の弱 者 の小 さ な声 も政 策 立案 に

反 映さ れ や すい 仕 組 み にな っ てい る

ので す｣( リヒ テル ズ氏)

ど ん な 立 場 に あ っ て も 、自 ら の 声

が社 会 に､ 政 治 に届 く。弱 者 が 弱者 の

ま ま声 を 出 せ な い 社 会 で は ない 。こ

れも、１つ の安 心 につ ながっ てい る。



な ぜ、デ ンマ ーク、オランダ は幸福度 が高いのか

オ ラ ン ダ の ロ ッ テ ル ダ ム に あ る エ

ラ ス ム ス 大 学 の 幸 福 研 究 の 権 威 、

R ｕｕt Ｖｅｅｎｈｏｖｅｎ教 授 が 主 宰 す る

｢ワ ール ド･ デ ー タ ベ ー ス･ オ ブ･ ハ ピ ネ

ス｣ に よ る 幸 福 度 調 査 は､｢ あ な た は

現 在 の 生 活 に 満 足 を 感 じ て い る か｣

と い う 主 観 的 幸 福 感 の み を 基 準 に 幸

福 度 を ラ ン キ ン グ し て い る 。2005 年

か ら2014 年 の 平 均 値 に よ る 順 位 は 下

表 の 通 り 。デ ン マ ー ク は ２ 位､ オ ラ ン

ダ は15 位､ 日 本 は63 位 で あ る 。｢デ ン

マ ー ク や オ ラ ン ダ､ そ の ほ か の 北 欧･

中 欧 諸 国 の 場 合､ 幸 福 度 が 高 い だ け

で な く 、主 観 的 幸 福 感 の 個 人 間 の

格 差 が 小 さ い と い う 共 通 点 が あ る｣

(Ｖｅｅｎｈｏｖｅｎ氏)｡ 幸 福 度 の 個 人 間 格

差 の 順 位( 下 表､ 右) で は､ オ ラ ン ダ が

１ 位､ デ ン マ ー ク は ２ 位 と な っ て い る 。

幸福 度ラ ン キン グ

１ コスタリカ ８．５

２ デンマーク ８．４

３ メキシコ ８．３

４ アイスランド 8.1

５ カナダ ８．０

６ ノルウェー 8.0

７ スイス ８．０

８ コロンビア ７．９

９ フィンランド ７．９

１０ パナマ ７．８

１５ オランダ ７．６

23 米国 ７．３

63 日本 6.4

出 典: “ Ｗ ｏrld Dat ａｂ ａｓｅ ｏｌ Ｈ ａｐ ｐｉｎｅ ｓｓl'

こ の 表 で は 格 差 が ま っ た く な け れ ばO 、

最 大 で3.5. 日 本 は 米 国 の33 位(1.92)

よ り も 格 差 が 大 き い56 位(2.04) だ 。

｢こ の 数 字 の 意 味 す る と こ ろ は､ 幸 福

度 ２位 の デ ン マ ー ク は 格 差 の小 さ さ で

も ２位 で あ る た め､ 国 民 の 多 く の 人 が

8.4 に 近 い 数 字 を 付 け て い る と い う こ

と で す｡ 同 じ 幸 福 度 の 高 い 国 で も 、３

位(8.3) の メ キ シ コ は､ 格 差 順 位 で は

50 位 。10 を 付 け た 人 も 多 け れ ぱ､1 を

付 け た 人 も 多 い の で す｣( Ｖｅｅｎｈｏｖｅｎ

氏) 。デ ン マ ー ク も オ ラ ン ダ も｢ 多 く

の 人 が だ い た い 幸 せ｣ で､ そ れ は 仕 事

で 収 入 を 得 る に せ よ､ 社 会 保 障 を 受

け る に せ よ 、自 分 と 家 族 の 暮 ら し は

守 ら れ て い る と 思 え る こ と と 無 縁 で

は な い だ ろ う 。

そ の ほ か に､ 日 本 の 幸 福 度 が 低 く 、

幸 福度 格 差ラ ン キン グ（上位のほうが格差が小さい）

１ オランダ 1.38

２ デンマーク 1.53

３ フィンランド 1.53

４ ノルウェー 1.62

５ セネガル 1.62

６ スイス 1.62

７ コートジボワール 1.63

８ アイスランド 1.64

９ ネパール 1.65

１０ タジキスタン 1.68

33 米国 1.92

56 日本 2.04

卜ｏｍ ＮＥＴＨＥＲＬＡＮ Ｄ

Ｅ　 デ ン マ ー ク や オ ラ ン ダ の 幸 福 度 が 高

：　 い 理 由 は な い か､ Ｖｅｅｎｈｏｖｅｎ氏 に 聞

：　 い て み た｡「 １ つ は､ 仕 事 に お け る 満

：　 足 感 で し ょ う｡ 終 身 雇 用 が 幸 福 度 を

Ｅ　 高 め て く れ る と は 限 り ま せ ん｡ 年 齢

：　 や 経 験 を 重 ね る こ と で､ 価 値 観 は 変

：　 わ る 。そ の 変 化 に 合 わ せ て 自 分 に 合

：　 う 会 社 に 転 職 し て い っ た ほ う が 満 足

Ｅ　 感 は 高 ま る の で は な い で し ょ う か 」

：　　 も う １ つ は､ 幸 福 度 と社 会 的 自 由 の

：　 関 連 性 だ 。「社 会 的 自 由 と は､ ど ん な 行

：　 動 を 取 っ て も 社 会 が 批 判 し な い､ 価 値

Ｅ　観 を 押し付 け られ ない とい うこ と。自

：　分で 自分の生 き方を選択 できるほ うが

：　確 実 に幸 福度 は 高 まりま す。デン マー

ク､ オ ラ ン ダ の 幸 福 度 が 高 い の は､ 個 人

の 生 き 方 を 尊 重 す る 文 化 と 深 く か か

わっ て いる で し ょう｣(Ｖｅｅｎｈｏｖｅｎ氏)

Ｒｕｕｔ Ｖｅｅｎｈｏｖｅｎ 氏

エラスムス大学教授
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日本で新しい“安心”を

提供するために

考えるべきこと
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デンマークとオランダの社会に存在するような“安心" を、日本でも提供できるのか。

“安心" を高めるためにできるこ とは何か､４つの思考実験を試みる。

前 出 の､ デ ン マ ー ク と 日本 の 労 働 市

場 の 比 較 研 究 を 行 うＢrｅｄｇａａrd氏 は 、

デ ン マ ー ク の フ レ キ シ キ ュ リ テ ィ の

特 徴 は､｢ 企 業 の 外 に セ キ ュ リ テ ィ も

フレ キシ ビ リ テ ィ も 存 在 す る こ と｣ だ

と説 明 す る｡ 日 本 で は ど う か 。

日本のセキュリティは

企業内部にしかない

日本の場合､｢ セキュリテイとフレ

キシビリテイが､企業の中に存在す

る の が 雇 用 シ ス テ ム の 大 き な 特 徴｣

(Ｂrｅｄｇａａrd氏) だ( 図参 照)｡ セ キュ リ

テ ィ と は､ 時 間･ 地 域･ 職 務 を 問 わ ず

無 限 定 に働 くこ と と引 き換 え にし た

長 期雇 用保 障 であ る。

フ レ キシ ビ リ テ ィ につい ても 、｢企

業 目線 で 見 れ ば､ フレ キ シ ビ リ テ ィ

は､ 日本で も高 いの で す｣ とＢrｅｄｇａａrd

氏 は言 う。｢デ ン マ ーク で は､ あ る人

が 担 当 す る 仕 事 が な く な っ た り、業

績 悪 化 で部 門 が 縮小 す る と きに は 、

解 雇 とい う形 で外 部 労 働 市 場 に 出 て

[日本とデンマークのセキュリティとフレキシビリティの違い]

もらいます。日本の場合､配置転換と

いう形で別の部門に人を勁かし､企

業 内で再教育して きまし た。デン

マークが社会全体で行つていること

を、日本では企業内で行つてきたの

です｣(Ｂrｅｄｇａａrd氏)

ところが､これを働く側から見る

と､会社の都合で地域､職務を超えて

異動しなければならないのだから､柔

軟性も自由度もないといえる｡企業内

で､自らの働き方に対するフレキシビ

リティがないからこそ､雇用保障とい

企業の中のセキュリティ 企業の外のセキュリティ

企業の中のフレキシビリティ 日本 -

企業の外のフレキシビリティ - デンマーク

デ ン マ ー ク に は､ た と え 解 雇 や 自 主 退 職 に よ っ て 企 業 の 外 に 出 た と し て も､ 手 厚 い 社 会 保 障 に よ っ て 生 活 が 守 ら れ､ 職 業 訓 練 シ ス テ ム に よ っ て 新 し

い 能 力 の 獲 得 が で き､ 必 要 な 人 材 を 自 由 に 採 用 す る 企 業 に ま た 就 職 で き る､ 活 発 な 労 慟 市 場 が あ る 。日 本 の 場 合､ 生 活 保 障 を 担 う の も､ 職 業 訓 練 や 雇

用 の 再 分 配 を 行 う の も 企 業 で あ り､ 企 業 に 属 さ な い 人 は そ う し た 恩 恵 を 得 ら れ て い な い 。

出 典:l‘Ｅｘlerｎａｌ ａｎｄ ｌｎtｅｍａｌ Ｆｌｅｘicｕrity: Ｃｏｍｐａrｉｎｇ Ｄｅｎｍａrｋ ａｎｄ Ｊａｐａｎ" Ｔｈｏｍａs Ｂrｅｄｇａａrd and Flemming Lars ｅｎ
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うセキュリティを得られているのが

日本の正社員の現実だ｡オランダで見

たような､働き方のフレキシビリティ

を個人が持ちつつセキュリティを担

保する構造は日本にはない。

さらなる問題は､これまで本シリー

ズで何度か触れてきたように､企業に

正社員として雇用される人が減り､雇

用保障というセキュリティの恩恵に

すら浴せない非正規労働者が､日本で

は既に４割を超えていることだ。

このように､日本では働くうえでの

安心は､一部の人だけのものになって

しまった｡人々が安心して働くには、

企業の外のセキュリティとフレキシ

ビリティ､企業の中でのフレキシビリ

ティを高めていく必要があるだろ

う。それは可能なのか｡私たちはデン

マーク、オランダでの学びを踏まえ

て、４つの思考実験を試みた。

ベ ーシック・インカムは

人々の安心を高めるか

企業外部のセキュリテイを高める

ために考えたいのは､以下の２つだ。

１つは､たとえ企業に長期的に雇用

されなくても生活や将来の不安がな

くなるように､経済面でのセキュリ

テイを高める方法である。デンマー

クやオランダのように高負担高福

祉の原則に基づき､社会保障を手厚

くするのはもちろん１つの方法だ

が､近年､北欧や中欧を中心に､新し

い社会保障のありようが議論されて

いる。それは､その国､地域のすべて

の構成員に､無条件に一定額を給付

する｢ベーシック･インカム｣だ｡こう

した保障は実現可能か､そして､人々

の“安心"を高められるか｡同志社大

学教授､山森亮氏に聞いた。

学びが必ず報われるように

教育を変えられるか

２つ目は､デンマーク､オランダと

同様の、「学べば必ず報われる」とい

う構造の構築法である。

日本では､職業教育は企業に委ね

られており、職業に直結する学問を

教える高等教育機関は少ない。高等

教育機関で､もっと実務的なことを

学べるようにならないだろうか｡ま

た､何歳であってもそこで学べば､そ

の価値を認められ､よりよい仕事や

より高い報酬が得られる社会になら

ないだろうか。この問いを､経営共創

基盤ＣＥＯ､冨山和彦氏にぶつけた。

労慟市場活性化のために

解雇の柔軟化は有効か

次 に企 業 の 外 のフ レ キシ ビ リ テ ィ

を 高め るに は何 をす べき かを考 え る。

それ はす なわ ち､活発 な労 働市 場 をい

かにつ くる か､とい う問 いで ある。

平 均 し て ５ ～ ７年 に 一 度､ 人 が 転

職 す るとい う デンマ ーク で は､企業 に

“Hirｅ＆Firｅ"の 自由 があ る｡企 業 の外

の セ キ ュ リ テ イ を 高 め た う え で､ と

い う 前提 だ が､ 企 業 に解 雇 の 白 由 を

与 え､ 内 部 のセ キ ュ リ テ イ を 弱 め れ

ば､ 企 業 の 内 と 外 の往 来 が活 発化 す

るの で は ない か。失 業 し た り、白発 的

に退 職 し た り し て も、ま た満 足 で き

る処 遇 で就 職 で き る とい う セ キュ リ

テ イ構 築 の た め に､ 解 雇 規 制 の柔 軟

化 が 出発 点 に な ら な い だ ろ う か｡ こ

れ には､ 慶 厖 義塾 大 学 教授､ 鶴光 太 郎

氏 に答 えて も らっ た。

パートタイム正社員は

実現可能か

最後に､企業内部のフレキシビリ

ティをいかに高めるか､である。オラ

ンダでパートタイム正社員が機能し

ているのは､希望すればいつでもフ

ルタイムに戻れるという安心感が

あってこそ､である。｢パートタイム

＝非正規雇用｣である日本に､時間の

自由度が高い短時間勤務正社員は導

人可能だろうか。学習院大学教授､今

野浩一郎氏に聞いた。

４つの思考実験の結果はどのよう

なものか。次ページから紹介する。

!)ec2076－yａｎ２０７７ Ｎ０.139 以)rks　25



Jａpａｎ 01 企業 の外 の セキ ュリ テ イを 高める

ベーシック・インカムは

人々の安心を高めるか

ベ ーシ ック･ イ ンカ ム( 以 下BI) と

は､｢ す べ て の個 人 に( 世 帯 主 で は な

く)､ 無 条 件 で( 稼 働 能 力 の活 用 な ど

を 求 めず)､ 普 遍的 に( 所 得 や 資 産 の

多 寡 を問 わ ず)､ 生 活 に足 る と考 え ら

れる所 得 を権 利 とし て給 付 し よう と

い う も の｣ だ と、日本 にお けるBI 研 究

の第 一 人 者､ 同 志 社 大 学 教 授 の山 森

亮 氏 は説 明 す る。｢た と え ば､ 大 人 １

人 に対 し て月10 万 円､ 子 ど も １人 に

月 ７万 円 が､ 国 か ら 毎 月 振 り込 ま れ

る。ひ とり 親 で 子 ども ２ 人 の家 庭 で

あ れ ば､BI は月 に24 万 円 とな る。就労

な どに よ る収入 に よっ て それ が減 額

さ れ るこ とはあ り ませ ん｣

そ の代 わ り､現行 の各種 社 会保 障 の

なか の､ 生活 保 障 に あ たる 部分､ す な

わち基 礎年金 や雇 用保 険､生 活保 護 の

大部分 が､BIに置き換 わることにな る。

欧州で活発化する

BIの議論

欧州には､BI の導入に向けた実験

２６　 剛3rks Ｎ０.139 0ec2a16 －Jａｎ2a77

開始を決めた国もある。BIという概

念は200 年以上前に生まれたものだ

が､2000 年代前半、ドイツが社会保

障を支給する代替として労働を義務

付ける｢ワークフェア｣に福祉の基本

方針を大きく変更したことで議論が

活発化した。｢ワークフェアでは､働

くことが困難な病人や障害者などの

貧困を予防し､救うという､社会保障

の本来の役割を果たし得ないという

批判が起こり、代替となる仕組みと

してBIが注目されるようになりまし

た｣(山森氏)。たとえばフインランド

は､2017 年１月からBI の給付兆験を

行うと発表した｡オランダでも､ユト

レヒトなど４つの都市が､給付実験

を行うために財務省と調整中だ。ス

イスでは2016年７月､BI の導入に関

する国民投票が行われた。

低所得者の暮らし向きや

人生は大きく変わる

しかし､いまだかつて､完全なる形

でBIを実現した国家はない。BIに実

現性はあるのか。

｢“誰もが最低限の生活を保障され

る"という水準を目標とするならば、

社会サービスを現状よりどれだけ充

実させることができるかにもよりま

すが､最低でも月10 万円の給付が必

要になるでしょう｣(山森氏)。だが、

それを実現しようとすると必ず､財

源をどうするかという議論になる。

給付実験を始めるフィンランドで

は、すでに高福祉高負担の構造 と

なっており、BIの財源は社会保障給

付費で代替できる部分が多い。｢し

かし､ 社会保障給付費が低い日本で

は､代替というわけにもいかず､BI

の財源を税収人に求めるとすれば

増税で賄うしかありません｣( 山森

氏)｡欧米では､所得税の累進度の強

化､40 ～50 ％の定率所得税の導人、

消費税への税の一本化､環境税や金

融取引税の導入などの案が提示さ

れているという。

｢月10 万円の給付が実現すれば、

“ワーキングプア"と呼ばれる低所得

者層にとっては､大きな変化｣ だと

山森氏はいう。暮らし向きはずいぶ

ん楽になる。低所得者にとっては、

転職したくとも仕事が決まるまで食



いつなぐ蓄えがないことが足かせ

となる｡仕事を辞めても月10 万円

の所得があるのならば､仕事探しに

余裕ができる。

また､冒頭で述べたように､BIはす

べての人に無条件に給付される｡生

活保護のように､地域や担当者によっ

て受給の可否が変わってしまう不安

定さや､権利であるにもかかわらず

屈辱的な感覚が伴うことがない。

月3万円でもすべての人に

異なる可能性が開ける

｢月３万円程度の部分的なBIの導入

にも､意義があります｣( 山森氏)。も

ちろん、３万円では､生活保護や失

業給付にとって代わるような生活保

障には成 り得ない。高額所得者に

とっては結局税金と相殺されるた

め､金銭的なメリットはない｡それで

も山森氏は､｢ すべての人にとって、

従来の生き方とは異 なる可能性が

開けるという意味で､価値のある金

額｣だと強調する。

｢所得は労働の対価である､働かざ

るもの食うべからず､という意識か

ら､多くの人が解放されるでしょう。

収人にならなくても田舎で農業を

やってみよう。ボランティアをやっ

てみよう。そんな人生におけるチャ

レンジに踏み出す人は増えるでしょ

う」（山森氏）

企業の内側からの人が

外に流れるダイナミズムに

もちろん､｢BIがただちに日本で実

現するとは思えない｣と､山森氏｡｢ そ

れでもこの考え方について議論する

ことに意味があるのは､BI について

語ることが､今は社会から否定され

ているような生き方の肯定につなが

る部分があるからです｣

BIのように､企業の外に“安心"を

もたらす仕組みを構築できたときに

は､企業が囲い込んでいた内側から、

人や人の力が外部に流れ出すダイナ

ミズムが発生するだろう。だとすれ

日 本 で 議 論 す べ き こ と

山 森 亮 氏

Ｙａｍａｍｏrｉ Ｔｏrｕ_同 志 社 大 学 経 済 学 部 教 授｡ 専 攻 は

社 会 政 策o 京 都 大 学 大 学 院 経 済 学 研 究 科 修了
ｏ
Ｂａsｉｃ

ｌｎｃｏｍｅ Ｅａrtｈ Ｎｅtｗｏrk 理 事｡ 著 書 に『ベ ー シ ッ ク･ イ

ン カム 入門ﾑ( 光 文 社 新 書) 、｢Ｂａｓｉｃ ｌｎｃｏｍｅ ｉｎ Ｊａｐａｎ｣

(Palgr ａｖｅ Ｍａｃｍｉｌｌａｎ)な ど が あ る 。

ば､企業は､従業員の短時間勤務や

副業を許すなど､人材マネジメント

のありよう､従業員との関係性を変

えざるを得ない。企業の外のセキュ

リティが高まれば､内と外でフレキ

シビリティが高まる可能性は十分に

あるのだ。

ベーシック・インカムがもたらす

66安jC4夕91まゝ

人々を企業の

外へ外へと動かし得る
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Jａpａｎ 02 企業 の 外の セキ ュリ テ イを 高める

学びが必ず報われるように

教育を変えられるか

既述の通り、オランダにおける大

学は､研究大学と応用科学大学に明

確に区別されている｡研究大学とは

学術研究と研究者の養成を目的とし

ており､応用科学大学とは職業と強

く結びついた知識､技術､スキルを習

得させることに重きを置く職業大学

である｡欧米諸国では､このように研

究機関としての大学のほかに､職業

大学が存在するのが一般的だ。

学びがセキュリテイに

ならない日本の大学

実は日本でも､文部科学省が2013

年に22の大学と機関を研究大学とし

て指定している。しかし､それ以外の

大学を明確に職業大学として区別し

たわけではなく､研究大学に指定され

なかった大学も､そこに通う学生やそ

の親も､それらの大学が｢高等職業教

育機関｣であるとは考えていないだろ

う。｢問題は､大卒者の多くが､何の職

業能力も持たぬまま企業に“総合職"
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として人 社 し､ ジェ ネラ リスト す なわ

ち幹部 候補 生 とし て 企 業 内で 能 力 開

発 しても らえばいい と思 い込んでい る

こ とで す｣ と指 摘 す るの は､ 大 学 改 革

の 必 要 性 を 訴 え る 経 営 共 創 基 盤 代

表 取 締 役ＣＥＯ､冨 山 和 彦氏 だ。

｢大 卒者 が全 員 幹部 に 出世 で きる、と

い う の は 企 業 が 右 肩 上 が り で 成 長

し､ ポス ト も潤 沢 に あ っ た 時 代 の 話

で す。し か も､ 大 学進 学 率 はせ い ぜい

5 ～10 ％とい う時代｡ 大卒 者 は正真正

銘 のエ リート だったのです｣(冨山氏)

現在､ 日 本 の大 学 進学 率 は 約 ５割 。

大 卒 者 の数 は企業 幹 部 に な れ る人 の

数 を超 えて い る が､ 大 学 も企 業 も そ

の よ う な 夢 を 若 者 に 見 せ 続 け て い

る。大 学 が高 等 職 業 教 育 機 関 の役 割

を果 たさ ない ため､大卒 の若者 たちは、

実 務 に役 立 つ 知 識 や 技 能 を 身 に 付

け ら れ ない 。大 き な企 業 で 幹部 社員

に なれ る安 定 的 な未 来 を手 に入 れ ら

れる のは､ ご く一 部 の人で しか ない か

ら､ 多 く の人 に とっ て 大 学 で の 学 び

は､ 人 生 にお け る セ キ ュ リ テ イ に結

びつかず､報われないのだ。

ローカルで生きる多数派の

安心を担保する仕組みを

企業に就職した人全員が出世でき

るわけではない､というのはデンマー

クやオランダでも、そして､世界各国

でも共通のことである｡｢グローバル

経済の現代では世界で活躍できる人

がもっと必要だ､などと言われます

が､実際にはグローバル競争を牽引す

る人はごくわずかしか必要ありませ

ん。そのポテンシャルがある人を含め

ても全体の２割くらいのものです｡こ

れはどんな国であっても変わりませ

ん｣と冨山氏は話す。｢残りの８割は、

地域や地元に根ざして､一定の専門能

力を活かして働く人たちであり､“グ

ローバルな活躍"などとは無関係に生

涯を生きる人なのです｣

にもかかわらず､日本の教育も､企

業の人材マネジメントも｢大卒者は全

員が幹部になれる｣というフィクショ

ンのなかにあり続けている。

｢私はローカルで生きる｣と腹を決

め､地場の企業で勤務したり、自分で

小さな会社を営んでいる人は､既に地

域のつながりのなかで､それなりの



幸福感と満足感のなかで生きてい

る。｢そうではなく、全員幹部候補と

いうフイクションに巻き込まれたけ

れども､実際にはローカルで生きる

べき人たちが､今､最も安心を得られ

ていないのです｣(冨山氏)

企業のなかでは出世できない｡給与

も増えない。しかし､いったん会社の

外に出たとしても､すぐにほかの企業

に転職できるような専門能力を持っ

ているわけでもない。今いる会社に

｢しがみつく｣以外に安心がどこにあ

るのかわからない｡そんな人は確かに

少なくない。

｢社会の実態に合わせて､ローカルで生

きるべき８割の人たちが技能をきちん

と身に付け､学んだことを仕事や昇給

に結びつけ､活躍し続けられることを

支援する政策が求められています｡そ

の１つが､大学改革なのです｣(冨山氏)

職業教育は社会全体の

流動性も促す

冨山氏は､大学を｢Ｇ(グローバル)

型｣と｢Ｌ(ローカル)型｣に二分するこ

とを提唱する。｢Ｇ型は､本来の研究大

学です｡グローバルに通用する高度な

研究を行い､研究者を育成することを

目 的 とし ま す。Ｇ型 は ほ ん の 少 し で

い い｣( 冨 山氏)

日本 の大 学 は現 在､ 約800 校｡ 少 数

の研 究 大学 を 除い た大 部分 の大 学 はＬ

型 にす べきだ とい う｡Ｌ型 では､職 業教

育 に重点 を 置 き､企 業 の生産 性 の向上

に資 する人材 の輩出を目指 す｡｢英語 を

学 ぶ学科 であ れ ば､シ ェイ クスピ アで

は な く、イン バウ ンド需 要 に対応 す る

観光 英語 を中 心 に学 ばせ る｡経営 学部

で あれ ば､ブ ラ ックシ ョ ールズ モデル

を教 え るので は な く、簿記会 計 がで き

る 人 材 を育 て る｡ 職 業 能 力 に関 し て

真 っ白 な まま社会 に出 る ので はな く、

学 んだこ とを社会 に出て からすぐ に糧

にで きる教育を すべきです｣(冨山氏)

大学 改革 は､社 会 に出る手 前で 自 ら

が戦 う武 器 を得 られ る、とい う セキ ュ

リ ティにつ ながる｡新卒者 だけで なく、

一 度非正 規 社員 になっ た人､あ るい は

日 本 で 議 論 す べ きこ と

冨 山 和 彦 氏

Ｔｏyａｍａ Ｋａｚｕhiko_ ボ ストンコンサルテ ィンググ

ループ､コーボレイトディレ クション代表取締役 を経

て､2003 年に産 業再生機 構設立 に参画 しＣ００に就

任｡ 同 機構 解散 後､ 経営 共創 基盤 を設立 し｡ 代表 取

締 役ＣＥＯに就任｡著 書に フなぜロ ーカル経済 から日

本は甦 るの か ＧとL の 経済成 長戦 略ﾑ( ＰＨＰ新 書)

などがある。

今の能力だけで一生食べていくのは

難しいと感じた人も､職業大学で新し

い技能を身に付け､スキルを向上させ

ればそれによって迎えてくれる企業

がある、という世界観が日本に生まれ

れば､社会全体の流勣性というフレキ

シビリティも向上するだろう。

高等職業教育機関としての

大学を増やすことで、

誰もが必要な技能を

身に付けられる社会ヘ
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Jａpａｎ 03 企業 の外 のフ レ キシビ リ ティ を 高める

労働市場活性化のために

解雇の柔軟化は有効か

日本の解雇規制は｢厳しい｣という

認識が一般的だ｡｢ しかし､正社員の

雇用保護法制の強さを国際比較した

とき､実は日本は､ＯＥＣＤ諸国の平均

よりも少し弱いところに位置します。

解雇の柔軟性が乏しいと企業が考え

る理由は､実は法規制の問題ではな

く､別のところにあるのです｣と、日本

の労働市場改革を提言し続けてきた

慶厘義塾大学教授の鶴光太郎氏は話

す｡鶴氏によれば､解雇を柔軟にでき

ない最大の理由は､｢無限定正社員が

多いこと｣にある。

｢整理解雇の四要件｣のなかに､｢解雇

回避努力義務｣がある。｢これを行わ

なければならないのは欧州諸国でも

同じですが､職務､勤務地､勤務時間

のいずれかに限りがある“限定正社

員"が基本である欧州企業の場合､そ

の限定のなかで担える職務がなく

なった時点で解雇が可能です｡ところ

が無限定正社員の場合､たとえその人

の仕事がなくなったり､ある地区の事

業所を閉めることになったとしても、
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職務や勤務地を超えて配置転換の努

力をしなければ､努力義務を果たした

ことになりません｡結果的に解雇の

運用が非常に難しいのです｣(鶴氏)。

つまり､解雇のルール白体が問題と

いうわけではない｡では､労働市場の

活性化のために､何をすべきか。

労慟市場の活性化は

賃金システムの変更から

｢１つは､賃金システムの抜本的な変

更です｣(鶴氏)。日本企業の賃金シス

テムは､年功型の後払い賃金を特徴

とする｡基本的に年齢の上昇とともに

賃金も上がる｡｢無限定の正社員を年

功的賃金で抱え込む構造は､企業に

とってみれば内部育成の責任はある

ものの､安いコストで若い人を確保で

き、自由に配置転換できるという柔

軟性を備えたものでした｡個人にとっ

ては､勤務地や職種はわからないにし

ろ､解雇される恐れなく､年々上昇す

る報酬を前提に人生設計ができるメ

リットがありました。双方にとって合

理性が高かったのですが､それがゆ

えに､労働市場の流勣性を弱めるこ

とにつながっているのです｣(鶴氏)

この賃金システムでは､若手のうち

は提供する労働力や価値に対して低

かった賃金が､ある年齢を超えると、

白身が提供する価値よりも高くなる。

外部労働市場の市場原理で決定され

る場合よりも高い報酬をもらう人が

増える。｢その状況では､特に年齢を重

ねると転職しにくいのは当然｡労働市

場の活性化のためには､欧米諸国のよ

うに､ある一定の年齢から賃金カーブ

の上昇がゆるやかになり､賃金が高ぶ

れしていかないシステムに変えるこ

とが重要です｣(鶴氏)

限定正社員を

デフォルトにする

欧米企業でも､勤務地､職務､時間に

限定のない経営幹部やその候補の給

与は､そのポジションの上昇とともに

上がっていく。しかし､それに該当す

る人は企業のなかのほんの一部だ。そ

れ以外のほとんどの人は地域､職務、

時間のいずれかが限定されており、こ

うした人々の給与はある年齢からは、



ほ とん ど上 昇し な くな る。経験 の蓄 積

に よ り担 う仕 事 の 範 囲 が大 き く なっ

た り､昇 進 し たり するこ とで給 与 は上

昇 するが､限定さ れた頷 域で働 く以 上、

あ る年 齢 で そ の上 昇 の 限界 はやっ て

くる と考え られる ためだ｡｢日本で も限

定 正 社員 を デフ ォル ト にし､賃 金シ ス

テ ム を変 え る。そ うす れ ば､ 労働 市 場

は活性化 し ます｣ と､鶴 氏 は言 い切 る。

労 働 市 場 が活 性化 す る第一 の理 由

は、こ れ まで 説明 し た 通 り､後 払 い 型

をや める こ とで､ その企業 に長 く居 続

ける イン セン ティ ブが減 る から だ｡人

が労 働 市 場 に出 て い く こ との邪 魔 を

しない シス テ ムに変 わる。

解雇ルールの

適用結果も変化する

そして､ 限定 正社 員化 に よる賃金 シ

ステ ムの変 更は､家族 観の変化 も促す。

｢お父さ んが主 たる稼 ぎ于で､ その給与

はいつ までも上 が る、とい う こ れまで

の家 族 や生 計 のあ り よ うが変 わ り ま

す｡お 父さ ん の給与 は一定 額以 上増 え

ない のだ か ら､お 母 さ ん も働 く、つ ま

り、共 働 きが 進 み ます し､ お じい ちゃ

ん､お ばあ ちゃ んも 働か ざる を得 ない

でし ょう｡女性 やシ ニ ア層 の労 働参 加

も促すことになります｣(鶴氏)。これ

が労働市場活性化の第二の理由だ。

加えて､先述のように､限定正社員化

によって､同じ解雇ルールを適用した

場合でも結果が変わってくる。限定正

社員であれば､その人が担う職務や地

域が限られるため､解雇回避努力も限

定的にならざるを得ず､義務も果たし

やすくなる｡｢デンマークのように失業

給付や職業訓練の仕組みも整える前

提ですが､全体として労働移動が活発

化するのは間違いありません｣(鶴氏)

非正規雇用の拡大という問題に

とって伝 限定正社員化は活路になり

得る。｢非正規社員増加の課題の１つ

は､賃金･職務･勤務条件において無限

定正社員との差が大きく､転換のハー

ドルが高いことです｡その差を縮めた

限定正社員というポジションが増え

れば､非正規雇用から抜け出せる人が

日 本 で 議 論 す ぺ き こ と

鶴 光 太 郎 氏

Tsｕrｕ Kotａrｏ_慶雁 義塾大学大学院商学研 究科教授。

東京大学理学 部数学科卒 業､ オックスフォー ド大学

経済学博士｡経済企画庁調査局調 査第 一課 課長補佐、

ＯＥＣＤ経済局 エコ ノミ スト、日本銀 行金融研究所 研

究員､経済産 業研究所上席研 究員 を経て､2012 年よ

り現職｡ 近著 に『人材 覚醒経 済』(日本経 済新聞出 版

社)がある。

増え､格差の固定化を防ぐ役割も担う

でしょう」（鶴氏）

解雇の議論よりもまず､先行すべき

は限定正社員化とそれによる賃金シ

ステムの改造である。それによって、

労働市場という企業の外のフレキシ

ビリティを高め得るのだ。

限定正社員化や

賃金システムの改造が、

労働市場の活性化の

突破口になり得る
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Jａpａｎ 0４ 企業 の中 のフ レ キシビ リ ティ を 高める

パートタイム正社員は

実現可能か

パートタイムであっても正社員(期

間を定めない雇用)であるのが一般的

なオランダと異なり、日本では､｢短時

間勤務＝非正規雇用｣という図式が今

も成り立っている｡問題は､非正規雇

用で働く人と正社員の間の待遇の格

差が大きいことだ。｢その問題は､もち

ろんすべて解消したわけではありま

せんが､実態としては小売りや飲食、

サービス業を中心としたパートタイ

ムワーカーを大量に活用する企業の

多くで､正社員と､正社員と同等の仕

事に就くパートタイマーの間の基本

給ベースでの賃金の均衡はとれてき

ています｣と指摘するのは､学習院大

学教授の今野浩一郎氏だ。

今野氏は､｢残る問題は退職金｣ と

続ける。｢原資の問題があるため､今

すぐとはいきませんが､これもゆくゆ

くは正社員と同等の仕事に就くパー

トタイムワーカーや契約社員などに

も支払う方向に向かうでしょう｣｡現在

の生活の糧である賃金と､将来の生

活原資となる退職金で､正社員との
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差がなくなるのであれば､短時間勤

務の非正規労働であっても､今より

は人生におけるセキュリテイが高ま

ることにはなる。

少数派だった限定正社員が

ぐんと増える

さらに､雇用区分についても変化の

兆しがある。｢正社員と同等の仕事を

している､たとえば売り場責任者や店

長職のような基幹的業務を担う非正

規社員は無期雇用に転換すること

が法制度上も求められており、実態

としても進んでいます｡非正規から

スタートしてもコースを変え､昇進

もしていける人事制度になりつつあ

るのです｣(今野氏)

非正規社員が無期雇用に転じると

き､多くは地域･時間を限定した限定

正社員になる。｢同時に無限定で働い

ている総合職の限定正社員化も進む｣

と､今野氏は指摘する。｢若者を中心に

志向が変化しているし､育児､介護を

しな がら事 情を抱えて 働 く人 もます ま

す増え る｡ そうし た働 く人 の多 様化 に

対 応 し よう と思 え ば､無 限定正 社員 の

数は減 らさざ るを得 ませ ん｣(今 野氏)

無 限定 正社 員 の 数 が 日本 企業 に は

必要 以 上 に多 い こ と は これ まで見 て

き た通 りだ。企 業 の思 う通 り にどこ に

でも行き､どの ような仕事でもする無 限

定社員 は､ 幹部 候補 のご くわ ずか な社

員 だけで よい､ とい うの が国 際的 に見

ても 普通 だ。そうした変化 のなかで､ オ

ラ ンダ の よう な週 ３～ ４ 日勤 務 や 短

時間勤務 の｢パ ート タイ ム正社員｣ が普

通 にな り､企 業 内 のフレ キシ ビリ ティ

を高めてい くことは可能 だろ うか。

たとえ週３日勤務でも

上に行く道を閉ざさない

まずは､雇用 する側､ 働 く側 の意 識の

問題 が壁 になるだろう｡これまで週 ５日

働いて こそ､あ るい は残 業 がで きて こ

そ正 社員､ とい う価 値観 のな かで生 き

て きた人 たち が､時 間限定 社員 に なれ

ば｢重 要 な仕事 は任 さ れない｣｢ 時給 換

算の 賃金 が週 ５日勤 務 より低 くなる｣

とい っ た不安 に苛 まれ､ 時間 限定 に移

行するこ とを躊躇 するかもし れない。

｢時間 を限定 する から といっ て､管 理



職になれない､給与が上がっていかな

い､ではモチベーションが下がってし

まうし､能力のある人をきちんと処遇

できなくなります。それらを回避する

ためにすべきことは､限定的な働き方

であっても、その範囲内で担当でき

る職域では無限定な働き方をする人

と同じように､上に行く道をつくって

おくことです｡ただし､欧米企業でも、

経営幹部やその候補は､時問も地域

も職務も無限定で働きます。事業や

経営の意思決定をするポジションを

担うには､経験の幅も必要ですし､時

間を限定したままでその責務を果

たすのは難しい｡一定のレベル以上

からは無限定正社員になってもらう

必要があります｣(今野氏)

プロとして個人と

企業が契約を結ぶ

また､このとき問題になるのはキャ

リアイメージだ。｢ある分野には強い

“プロ的人材"としてキャリアを積め

る道をつくり、プロとしてのレベルが

上がれば昇進し､昇給する｡すべてを

総合職型の正社員とし､頻繁に異動さ

せ､専門性の低いジェネラリストに養

成する時代ではありません｣(今野氏)

実は､ここがパートタイム正社員を

実現する高い壁でもある｡｢短時間勤

務等の限定正社員を一定のボリュー

ムに増やすには､賃金体系や評価制

度を職務ベースに変える必要があり

ます｣(今野氏)｡ある職務を遂行する

ことに対していくら､ある役割を果

たすためには１日何時間､週何日働

く、といった個別的な契約を個人が

会社と結ぶことになる。

｢職務ベースの人材マネジメントを

あま㈲こ狭く実行すると､特に一人前

の職業人になるために多様な仕事を

経験することが求められる若手社員

を中心に､人材育成の幅が狭まり､人

の成長機会を小さくするなどの問題

もある｣(今野氏)ものの､時間や地域

を限定して働きたい､育児や介護など

制約があって限定せざるを得ないと

いった多様な人材が増える以上､働き

日 本 で 議 論 す べ きこ と

● I

１

今 野 浩 一 郎 氏

ｌｍａｎｏ Ｋｏｉｃｈｉrｏ_学 習院 大学 経済学 部経 営学科 教

授｡東京 工業大学理 工学部 経営工学科 卒業｡73 年 同

大学大学 院理工 学研 究科( 経営工学 専攻) 修士課 程

修了｡ 東 京 学芸 大学 教 育学 部 助 教授 な ど を経 て、

1992 年 より現職｡著書 に『正社 員消滅時代の 人事改

革』(日本経済新 聞出版社) などがある。

方やキャリアの選択肢を増やし､個人

と社会が｢何の役割でどのように働く

か｣というプロ的な契約を結ぶという

世界観を実現すべきところまできて

いる｡それができてはじめて､｢正社員

は､一律フルタイム｣という固定的な

概念から開放されるはずだ。

限定正社員をプロとして

処遇し、会社と個別的な

契約を結ぶことで

フレキシビリティは向上する
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ま と め

フイクションを捨て

マジョリテイの安心を高める仕組みを

本 誌 編集 長 ／ 石原 直子

シ リ ーズ 雇 用再 興 の 第 ３弾 で あ る

今 回 は､ 欧州 の２ つ の小 国､ デン マ ー

ク と オ ラン ダ に､ 人 々 が 安 心 し て そ

の 生 を全 う す る た め に､ 雇 用 あ るい

は労 働 はい か にあ る べ き か を､ あ ら

ためて 学 ん だ。

両国 に共 通 する 大 前提 は､「働 け る

人 は 皆 働 こ う。ｲ動き続 け ら れ る よ う

に､社 会 の仕 組 み を整 え よ う」とい う

姿 勢 だ｡ だ か ら まず､ 働 く人 の 自 由度

（ フレ キ シ ビ リ テ ィ ）を 向上 させ る。

それ は､ デ ン マ ーク で は 白在 な労 働

移 動 で あ り、オ ラン ダ で は自 由 な労

働 時間 の 設計 で あ る。

企 業 に対 し て は､ 無 制 限 に人 を雇

用 し 続 け る こ と､ 知 識 も 技 能 も ない

労 働者 の教育 を企 業 内 で ゼロ か ら行

うこ と、とい っ た“ く び き ”か ら の 自

由 を 提 供 し て い る｡ 特 に デン マ ー ク

で は､ 企 業 に は“Hirｅ＆Fir ｅ”の 自由

が あ る、と までい われ る。企 業 が人 々
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の雇用を支えられなくなったとき

は､いったん人々を外部労働市場に

放出してもよいのだ。

ちょうど私たちが取材に訪れたそ

のとき､デンマークの大手製薬会社、

ノボノルディスクで､初めての大規

模な雇用調整(解雇を含む)が行われ

ると発表があったのだが､従業員を

含む人々の態度は｢まあ仕方ないよ

ね｣というもの｡もちろん解雇はない

にこしたことはないが､企業が解雇

しなくてはならない状態ならそれは

受け入れるよ、と淡々としていた様

子が印象深い。

｢学び｣をセキュリティの

礎として設計する

企業が人を雇えなくなったとき、

｢働けなくなった人｣の収入を支え、

次の職業につながる学びを提供する

のは政府の仕事だ。手厚い社会保障

が人 々 の 安 心 を 増 大 さ せ る構 造 は、

も ちろ ん 両 国 の 大 き な 特 徴 で あ る

が､ 我 々 が より着 目す べ き は､｢ 学 び｣

が セ キュ リ テ イの 礎 とし て 設 計さ れ

てい る点 で あ る。

ＯＥＣＤ に よ る｢ 国 際 成 人 力 調 査

(ＰＩＡＡＣ)｣ で は、日 本 の成 人 の 学 習

参加 がほ か の先 進 国 に比 べ て 少 ない

こ と が示 さ れ て い る｡ 特 集 の な か で

繰 り 返 し た よ う に｢ 学 び と職 業 が 結

びつ かな い｣ と 目 され る社 会 で は､ 忙

しい 大 人 は学 びの た め に時 間 な どつ

く れ な い｡ 生 涯 学 び 続 け る こ とに 価

値 があ る、と思 え る ため に は､ 学 びか

ら得 られ る実 利( た とえ ば､ よ り よい

仕 事 に 就 け る 、よ り 労 働 の 条 件 が よ

く な る な ど) が 可 視 化 さ れ て い な け

れ ば なら ない。

学 び が 実利 に 結 びつ く には､ 学 び

の 内 容 が｢ 仕 事 に お い て 役 に 立 つ｣

状態 に常 に ア ップ デ ート さ れ てい る



ことが１つの条件だが､もう１つ､各

職業の各レベルで必要とされるスキ

ルや技能が明らかになっていること

が条件になる。ある仕事をしたいな

ら､あるいは昇進したいなら、どのよ

うなプログラムで何を学べばいいの

か。この関係が解明されていなけれ

ば､学びは仕事に結びつかない。

日本では､「職業能力は企業内で身

に付ける」という前提が幅を利かせ

すぎて､職業能力を一般化する努力

があまりなされてこなかった｡また、

仮にそのような体系がとある領域で

構築されても､企業も個人も、その基

準にあまり信用をおかない。曰く、

「うちの営業は特殊ですから」「わが

社の商品開発には､言語化しづらい

部分がありまして」。こうした言葉の

陰で､特にホワイトカラーワークにつ

いては､必要なスキルや能力とその

獲得手法をブラックボックスに押し

yゴ几 匠　　 、FIノ’
づ 母 〇 与右

込めてきた現実が､どの企業にもある

のではないだろうか。｢学び｣を､もっ

と多くの大人に開放する方策を､我々

は考えなくてはならない。

｢大企業の無限定正社員｣

神話との決別

特集後半では､デンマークとオラ

ンダでの学びを活かして､今よりもメ

リットを感じられる社会保障と学び

の仕組み､さらには雇用／労働のあ

り方を、日本で実現することが可能

かについて、４人の先駆者とともに

思考実験を試みた。今回､雇用または

労働のあり方として､現実的な解の

方向性は、｢マジョリティが限定正

社員である社会｣の実現という点に

集約されたように思う。

経営共創基盤の冨山氏は､｢国内の

８割の人々がグローバルな活躍とは

無縁に生きている､というのは世界中

どの国でも同じ｣ と喝破する。この

マジョリティの人々が安心して生を

全うするにあたって､｢大企業の(無

限定)正社員にならなくては幸せに

なれない｣ という考え方は不必要で

ある｡冨山氏は､｢それがフィクショ

ンであることに気づいていないの

は､大企業の正社員だけ。それぞれの

地元や地域に根ざして生きている人

たちは､そもそもそんな虚構に巻き

込まれることなく、幸せに生きてい

る｣とも指摘する。

これは｢日本型雇用の恩恵を受け

られる人が限定されており、かつ、

年々少なくなっている｣という前提で

語っている私たち編集部への警告

でもある。

シリーズ第４回では､ここまでに

見えてきた幾筋かの光の源まで歩み

を進め、日本における働く人々の安

心のつくり方を提言したい。
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